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第一 経済・社会を安定的に支える税制に向けて 

 

政府・与党の主導する様々な構造改革の取組みと、国民の自助努力により、

わが国経済は、ようやくバブル崩壊後の停滞の時代を抜け出し、輸出や設備投

資と好調な企業業績に支えられ、全体として回復してきている。一方、業種・

規模によるばらつきや地方、個人への波及に遅れが見られるところであり、こ

れまでの「流れ」を加速させつつ、これらの点に配慮しなければならない。そ

して、我々は、将来世代に向けて、新たな時代に対応した明確な展望を示して

いくことを求められている。 

 このため、少子・長寿化社会に直面したわが国が、グローバル化した経済・

社会の中で、諸外国との国際競争を勝ち抜いていけるよう、わが国の成長力を

更に高めるとともに、その果実が国民各層に広がっていくよう配意し、国民、

企業の創意と工夫が活かされることが大事である。人口が減少する中で、成長

力を高めていくことは難しい課題であるが、これまで以上に抜本的な構造改革

の取組みを進め、活力ある経済構造を確立し、国民が安心できる社会を構築し

ていくことが、政治の果たすべき使命である。 

平成 19 年度税制改正においては、わが国経済の足腰を強くし、経済の活性

化を促進する観点から、直面する諸課題に取り組んだ。同時に、地域格差を縮

小する観点から中小企業を中心とした地域経済の活性化を図る。また、国民の

公益に対する共助の精神をさらに引き出すほか、住宅関係等も含め国民生活に

配慮する税制措置を講じた。 

わが国企業の新規設備への投資を促進し、国際競争力を高める観点から、減

価償却制度を国際的に見て遜色のないものとなるよう抜本的に見直す。わが国

経済の基盤を支える中小企業の資本蓄積を推進するため、中小企業の留保金課

税を廃止する。相続時精算課税制度の特例を設け、贈与による中小企業の事業

承継を円滑化する。また、地域経済に活力をもたらし、地域産業の自立的発展

を図る観点から、地域の特性を活かした産業集積を促進する地域産業活性化支

援税制を創設する。さらに、ベンチャー企業に対する資金供給を促進するため、

対象企業の範囲を拡大するなどエンジェル税制を拡充する。 

 信託法の改正により、多様な機能を持つ信託が可能となり、信託制度の利用
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機会が飛躍的に拡大することに対応し、法人税等の回避を防止する観点から受

託者段階で法人課税を行うなど、課税の適正・公平を図るための措置を講ずる。 

計画的な持ち家取得を促進する観点から、税源移譲に伴い減税効果が小さく

なる中低所得者層に配慮し、住宅ローン控除制度を見直す。長寿化社会におけ

る住宅のバリアフリー化を支援するため、バリアフリー改修促進税制を創設す

る。また、再チャレンジを支援する寄附金税制を設けるほか、所得税の寄附金

控除の控除対象限度額を引き上げる。このほか、子育て支援に取り組む企業に

対する優遇措置を設ける。 

上場株式等の配当及び譲渡益に係る 10％の軽減税率は、その適用期限を１年

延長して、廃止する。 

 

経済の活性化を図る一方で、我々が正面から取り組むべき課題は多く、それ

を担うべきわが国の財政は、近年やや改善の兆しが見られるものの、歳出と税

収のバランスが極端に崩れ、その結果、先進諸国の中で突出した極めて厳しい

危機的な状況にあるという現実を直視する必要がある。このため、我々は、政

府・与党で道筋を定めた歳出・歳入一体改革を着実に進めていくため、まずは、

歳出削減を徹底すべきである。その上で、それでも応じきれない財政需要につ

いては、税制改革により対応していかなければならない。 

その際、税制は、平成 21 年度における基礎年金国庫負担割合引上げのため

の財源をはじめとする社会保障財源の安定的確保や、平成 19 年度税制改正で

取り組むこととしたわが国経済の活性化、急速な少子化の進行に対応する子育

て支援策等の充実、地方税源の充実等の政策目的の実現に資する役割が求めら

れる。これに応える税制の構築に当たっては、国民の所得格差や地域格差、経

済社会活動による環境への影響、税制の頻繁な変更による経済取引の混乱回避

に留意する必要がある。 

我々は、税体系全般にわたる抜本的・一体的な税制改革を推進していく。租

税は、あらゆる世代の国民が社会共通の費用を広く分かち合うためのものであ

るという基本的認識の下で、税負担の公平性を確保し、所得課税、消費課税、

資産課税等の各税目について、税制の仕組みを納税者である国民から見てわか

りやすい簡素なものにしていくとともに、できるだけ個人や企業の経済活動に



 

 3

おける選択を歪めることがないよう中立性を確保しなければならない。このた

め、所得税、法人税、消費税、相続税等がそれぞれ果たすべき役割を検討しつ

つ、税体系全体のあり方を考えていく必要がある。 

その際、税収はその時々の経済状況により増減するものであることから、

2011 年度単年度における基礎的財政収支の黒字化という目標が達成されさえす

ればよいというものではなく、税制は、構造的・持続的に 2010 年代半ばにお

ける債務残高ＧＤＰ比の安定的な引下げという中長期的な目標を達成しうる体

質を備えなければならない。併せて、社会保障については、その給付と税制も

含めた負担との関係をどのように考えるか、議論を深め国民的合意を得る必要

がある。さらに、法人二税を中心に税源が偏在するなど地方団体間で財政力に

格差があることを踏まえ、地方の自立を促しその安定した財政基盤を構築する

観点から、地方の税財源を一体的に検討していく必要がある。 

このような考え方に基づき、来年秋以降、早期に、本格的かつ具体的な議論

を行い、平成 19 年度を目途に、少子・長寿化社会における年金、医療、介護

等の社会保障給付や少子化対策に要する費用の見通し等を踏まえつつ、その費

用をあらゆる世代が広く公平に分かち合う観点から、消費税を含む税体系の抜

本的改革を実現させるべく、取り組んでいく。 

なお、道路特定財源の見直しについては、「道路特定財源の見直しに関する

具体策」（平成 18 年 12 月８日 政府・与党）を踏まえ、平成 20 年度税制改正

において、所要の税制上の対応を行う。 

 

 以下、平成 19 年度税制改正の主要項目について基本的考え方を述べる。 

 

１ 経済活性化・国際競争力の強化 

（1）減価償却制度 

   わが国経済の持続的成長を実現するためには、設備投資を促進し、生産

手段の新陳代謝を加速することにより、国際競争力の強化を図る必要があ

る。このような観点から、減価償却制度の抜本的見直しを行う。 

具体的には、主要国の中ではわが国においてのみ設けられている償却可

能限度額（95％）を撤廃する。また、新規取得資産について法定耐用年数
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内に取得価額全額を償却できるよう制度を見直し、残存価額（10％）を廃

止するとともに、250％定率法を導入し、償却率についても国際的に遜色

のない水準に設定する。同時に、フラットパネルディスプレイ製造設備等、

３設備の法定耐用年数について見直しを行う。 

なお、固定資産税の償却資産については、資産課税としての性格を踏ま

え、現行の評価方法を維持する。 

（2）中小企業・ベンチャー支援 

   中小企業はわが国経済の基盤となって産業競争力を支えている。中小企

業の活力ある発展のためには、資金調達面での制約を受ける中小企業の財

務基盤の強化を図ることが重要である。こうした観点から、中小企業を特

定同族会社の留保金課税制度の対象から除外する。 

   また、特殊支配同族会社の役員給与の損金不算入制度について、平成 19

年４月１日以後に開始する事業年度から、適用除外基準である基準所得金

額を 1,600 万円（現行 800 万円）に引き上げる。 

 中小企業の早期かつ計画的な事業承継の促進を図る見地から、相続時精

算課税制度において、取引相場のない株式等を贈与した場合、贈与者の年

齢要件を 60 歳に引き下げるとともに、非課税枠を 500 万円上乗せする特

例を設ける。また、取引相場のない種類株式について、中小企業の事業承

継における活用を図る観点から、相続税等における評価を明確化する。 

中小企業の新たな事業の創出及び地域経済の活性化を図るため、地域に

存在する産業資源を活用して事業活動を行う中小企業に対する課税の特例

を設ける。 

また、地域の独創性、多様性を生かした個性ある産業集積の形成、高度

化を推し進め、地域経済の自律的発展の基盤及びわが国産業の競争力の強

化を図るため、地域産業活性化支援税制を創設する。 

 さらに、将来のわが国経済を支えるベンチャー企業の育成を支援するた

め、エンジェル税制の対象企業を拡大するとともに、手続を合理化する。

また、個人投資家（エンジェル）が投資したベンチャー企業の株式の譲渡

益について２分の 1に軽減する課税特例の適用期限を２年延長する。 

（3）信託税制 
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 信託法の改正により、信託制度の自由度が大幅に高まり、多様な利用形

態が可能となることに伴い、受益証券発行信託など新たな類型の信託に対

応する税制を整備する。 

 また、法人税等の回避を防止する観点から、一定の信託に対し信託段階

での法人課税を行うなど、課税の適正・公平を図るための措置を講ずる。 

 

２ 国民生活への配慮 

（1）住宅税制 

税源移譲に伴い所得税の住宅ローン控除制度を中低所得者層が利用した

場合の減税額が減少することを踏まえ、計画的な持家取得を支援する観点

から、平成 19 年及び 20 年に入居する者に対して、控除率を引き下げた上

で控除期間を 15 年に延長する特例を創設する。また、長寿化社会におけ

る住宅のバリアフリー改修を支援するため、控除期間を５年とした上でバ

リアフリー改修工事に係るローン部分の控除率を引き上げるバリアフリー

改修促進税制を創設する。固定資産税においても、住宅のバリアフリー改

修に係る税額の減額制度を創設する。 

ライフサイクルに応じた住宅の住み替えや住宅を売ってもローンを返済

しきれない者の新生活への再出発を支援する観点から、特定の居住用財産

の買換え及び交換の場合の長期譲渡所得の課税の特例、居住用財産の買換

え等の場合の譲渡損失の繰越控除等制度及び特定の居住用財産の譲渡損失

の繰越控除等制度の適用期限を３年延長する。 

良質な住宅の供給等を確保する観点から、住宅用家屋の所有権の移転登

記等に対する登録免許税の税率の軽減措置の適用期限を２年延長するとと

もに、独立行政法人住宅金融支援機構が金融機関から譲り受ける住宅用家

屋の新築等のための貸付債権に係る抵当権の設定登記に対する登録免許税

の軽減措置等を創設する。 

（2）その他 

民間による自発的な公益活動を更に促進するとの観点から、寄附金控除

の控除対象限度額を 30％から 40％に引き上げる。また、国民ひとりひと

りがその能力や持ち味を十分発揮し、努力した人が報われる公正な社会を
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構築するため、困難な状況に直面している人の再チャレンジを支援する民

間企業等への寄附金について税制上の優遇措置を講ずる。 

さらに、少子化対策の一環として、子育てを支援する企業の取組みを促

進するため、事業所内託児施設の設置費用に係る割増償却制度を創設する。 

 

３ 金融・証券税制 

  上場株式等の配当及び譲渡益に係る 10％の軽減税率は、その適用期限を１

年延長して、廃止する。この間、証券市場の状況、個人投資家の株式等の保

有状況等を勘案し、金融商品間の損益通算の拡大策等を検討の上、成案を得

て、平成 21 年（度）からの導入を目指す。なお、その際、市場の混乱を回

避する観点から市場特例措置を講ずることも検討する。 

 

４ 国際課税 

多様化・活発化するクロスボーダーの経済活動に合わせ、租税条約ネット

ワークを拡充するとともに、国際課税の見直しを進めていく必要がある。国

際的に活動する企業にとって移転価格税制の適用による二重課税が負担とな

っているとの指摘があることに対応し、取引相手国と相互協議が行われてい

る間、納税を猶予する制度を導入するほか、引き続き運用面の改善を進める。

また、種類株の発行により外国子会社合算税制の適用を免れる租税回避行為

に対処するため、合算対象となる子会社の範囲を見直す。 

 

５ 円滑・適正な納税のための環境整備 

  税制に対する国民の信頼を確保するためには、納税者の利便性の向上や納

税手続の負担軽減に努めるとともに、適正かつ公平な税制を執行するための

環境整備を図っていくことが重要である。 

  電子認証の普及拡大の観点から、電子証明書を取得した個人の電子申告に

係る所得税の税額控除制度を創設する。また、税務手続の電子化の促進を図

るため、電子申告における第三者作成書類の添付省略等の措置を講ずる。納

税者がコンビニエンスストアで納税できる制度を創設し、国税の納付手段を

多様化する。適正かつ公平な執行の観点から、源泉徴収、支払調書の提出の
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対象となる報酬の範囲を見直すとともに、投資ファンドから分配される損益

に関する資料情報制度や源泉徴収制度等を整備する。 

 

 以上のとおり、我々は、少子・長寿化、グローバル化や情報化の進展といっ

た経済社会の変化に適切に対応するため、税制面でも幅広い制度改革を果断に

実行することを目指していく。あわせて、経済取引の複雑化や税務執行の公平

確保の要請が一段と高まる中で、税制を円滑かつ公平に執行するため、必要な

定員の確保も含め税務執行体制の一層の充実を図る。 
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第二 平成 19 年度税制改正の具体的内容 

 

一 経済活性化・国際競争力の強化 

＜減価償却制度＞ 

１ 残存価額の廃止 

平成 19 年４月１日以後に取得をする減価償却資産について、残存価額を

廃止する。 

 この場合の定率法の償却率は、定額法の償却率（１／耐用年数）を 2.5 倍

した数とする。 

２ 償却可能限度額の廃止 

償却可能限度額を廃止する。 

（1）平成 19 年４月１日以後に取得をする減価償却資産については、耐用年

数経過時点に１円（備忘価額）まで償却できることとする。 

 定率法を採用している場合には、定率法により計算した減価償却費が一

定の金額を下回るときに、償却方法を定率法から定額法に切り替えて減価

償却費を計算することとする。これにより、定率法を採用している場合に

も、耐用年数経過時点に１円（備忘価額）まで償却できることとする。 

 この一定の金額とは、耐用年数から経過年数を控除した期間内に、その

時の帳簿価額を均等償却すると仮定して計算した金額とするが、納税者の

事務負担を考慮し、取得価額に一定の割合を乗じて計算できるように、モ

デルケース（初年度は期首に取得し、その後に減価償却費の過不足額がな

いケース）を用いて、耐用年数ごとに一定の割合を定めておくこととする。 

（2）平成 19 年３月 31 日以前に取得をした減価償却資産については、償却可

能限度額（取得価額の 95％）まで償却した事業年度等の翌事業年度以後５

年間で均等償却ができることとする。 

３ 法定耐用年数の見直し 

次の３設備について、法定耐用年数を短縮する。 

（1）フラットパネルディスプレイ製造設備 ５年（現行 10 年） 

（2）フラットパネル用フィルム材料製造設備 ５年（現行 10 年） 

（3）半導体用フォトレジスト製造設備 ５年（現行８年） 
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 なお、平成 20 年度税制改正に向け、減価償却資産の使用の実態等について

更に調査・分析を進め、法定耐用年数や資産区分の見直し、法定耐用年数の短

縮特例制度の手続簡素化について検討する。 

４ 固定資産税の償却資産については、資産課税としての性格を踏まえ、現行

の評価方法を維持する。 

 

＜中小企業・ベンチャー支援＞ 

（国 税） 

１ 特定中小会社が発行した株式に係る課税の特例（いわゆるエンジェル税

制）について、次の措置を講ずる。 

（1）特定中小会社の要件の緩和 

① エンジェル税制の対象となる中小企業の新たな事業活動の促進に関す

る法律に規定する特定新規中小企業者（以下「特定新規中小企業者」と

いう。）の要件について、以下のとおり緩和する。 

イ 設立後１年未満の中小企業について、現行の研究者数の要件（常勤

の研究者が２人以上で常勤の役員及び従業員の合計の 10％以上である

こと）を満たさない企業であっても、開発者数の要件（常勤の開発者

が２人以上で常勤の役員及び従業員の合計の 10％以上であること。ロ

において同じ。）を満たす場合には、特定新規中小企業者の対象とす

る。 

   ロ 設立後１年以上２年未満の中小企業について、現行の試験研究費等

の要件（売上高に対する試験研究費等の割合が３％以上であること。

ハにおいて同じ。）を満たさない企業であっても、開発者数の要件を

満たす場合には、特定新規中小企業者の対象とする。 

   ハ 設立後２年以上５年未満の中小企業について、現行の試験研究費等

の要件を満たさない企業であっても、売上高成長率の要件（売上高成

長率が 25％以上であること）を満たす場合には、特定新規中小企業者

の対象とする。 

   （注）上記の「売上高成長率」とは、前々期の売上高に対する前期の売

上高の伸び率又は第１期から前期までの売上高の平均の伸び率を
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いう。 

② 地域再生法に規定する特定地域再生事業会社の従業員数の要件（現行 

常時雇用者数 20 人以上）を 10 人以上に緩和する。 

（2）対象となる特定新規中小企業者の確認手続の合理化 

エンジェル税制の対象となる特定新規中小企業者についての確認手続に

ついて、現行の投資を受けた都度確認を受ける方法のほか、毎年度事前に

確認を受ける方法を追加する。 

（3）特定中小会社が発行した株式に係る譲渡所得等の２分の１課税の特例の

適用期限を２年延長する。 

２ 特定同族会社の留保金課税制度について、適用対象から資本金の額又は出

資金の額が１億円以下である会社を除外する。 

３ 特殊支配同族会社の役員給与の損金不算入制度について、適用除外基準で

ある基準所得金額を 1,600 万円（現行 800 万円）に引き上げる。 

  この改正は、平成 19 年４月１日以後に開始する事業年度の法人税につい

て適用する。 

４ 中小企業等基盤強化税制について、中小企業による地域産業資源を活用し

た事業活動の促進に関する法律（仮称）に規定する認定計画（仮称）に従っ

て同法に規定する地域産業資源活用事業（仮称）を行う中小企業者でその地

域産業資源活用事業につき一定の基準に適合することの確認を受けたものが

取得等をする当該認定計画に定める機械装置を対象に加える。 

５ 地域産業活性化支援税制の創設 

 青色申告書を提出する法人で、企業立地の促進等による地域における産業

集積の形成及び活性化に関する法律（仮称）に規定する同意基本計画（仮

称）に定められた集積地域（仮称）内において一定の業種に属する事業を営

むものが、同法の施行の日から平成 21 年３月 31 日までの間に、当該集積地

域内において、当該法人が同法の承認を受けた企業立地計画（仮称）に定め

られた一定の機械装置及び工場用の建物等の取得等をして、事業の用（貸付

けの用を除く。）に供した場合には、その取得価額の 15％相当額（建物等に

ついては、８％相当額）の特別償却ができることとする。 

６ 取引相場のない種類株式の相続税等の評価方法の明確化 
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会社法の施行により発行が容易になった株主総会での議決権がない株式等

の種類株式のうち、中小企業の事業承継において活用が期待される次のもの

について、その評価方法を明確化する。 

（1）配当優先の無議決権株式 

（2）社債類似株式 

（3）拒否権付株式 

７ 取引相場のない株式等に係る相続時精算課税制度の特例の創設 

 相続時精算課税制度について、推定相続人の一人（受贈者）が、平成 19

年１月１日から平成 20 年 12 月 31 日までの間に取引相場のない株式等の贈

与を受ける場合には、次の要件を満たすときに限り、60 歳以上の親からの贈

与についても同制度を適用することとし、2,500 万円の非課税枠を 500 万円

上乗せし 3,000 万円とする等の措置を講ずる。 

（1）当該会社の発行済株式等の総額（相続税評価額ベース）が 20 億円未満

であること。 

（2）次のすべての要件をこの特例を選択した時から４年を経過する時におい

て満たしていること。 

① 当該受贈者が当該会社の発行済株式等の総数の 50％超を所有し、かつ、

議決権の 50％超を有していること。 

② 当該受贈者が当該会社の代表者として当該会社の経営に従事している

こと。 

（3）その他所要の要件を満たすこと。 

８ 信用保証協会の抵当権の設定登記等に対する登録免許税の税率の軽減措置

の適用期限を２年延長する。 

（地方税） 

１ 特定中小会社が発行した株式に係る課税の特例（いわゆるエンジェル税

制）について、次の措置を講ずる。 

（1）特定中小会社の要件の緩和 

① エンジェル税制の対象となる中小企業の新たな事業活動の促進に関す

る法律に規定する特定新規中小企業者（以下「特定新規中小企業者」と

いう。）の要件について、以下のとおり緩和する。 
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イ 設立後１年未満の中小企業について、現行の研究者数の要件（常勤

の研究者が２人以上で常勤の役員及び従業員の合計の 10％以上である

こと）を満たさない企業であっても、開発者数の要件（常勤の開発者

が２人以上で常勤の役員及び従業員の合計の 10％以上であること。ロ

において同じ。）を満たす場合には、特定新規中小企業者の対象とす

る。 

   ロ 設立後１年以上２年未満の中小企業について、現行の試験研究費等

の要件（売上高に対する試験研究費等の割合が３％以上であること。

ハにおいて同じ。）を満たさない企業であっても、開発者数の要件を

満たす場合には、特定新規中小企業者の対象とする。 

   ハ 設立後２年以上５年未満の中小企業について、現行の試験研究費等

の要件を満たさない企業であっても、売上高成長率の要件（売上高成

長率が 25％以上であること）を満たす場合には、特定新規中小企業者

の対象とする。 

   （注）上記の「売上高成長率」とは、前々期の売上高に対する前期の売

上高の伸び率又は第１期から前期までの売上高の平均の伸び率をい

う。 

② 地域再生法に規定する特定地域再生事業会社の従業員数の要件（現行 

常時雇用者数 20 人以上）を 10 人以上に緩和する。 

（2）対象となる特定新規中小企業者の確認手続の合理化 

エンジェル税制の対象となる特定新規中小企業者についての確認手続に

ついて、現行の投資を受けた都度確認を受ける方法のほか、毎年度事前に

確認を受ける方法を追加する。 

（3）特定中小会社が発行した株式に係る譲渡所得等の２分の１課税の特例の

適用期限を２年延長する。 

 

＜信託税制＞ 

（国 税） 

１ 信託法の改正による新たな類型の信託への対応 

(1）受益証券発行信託 
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① 特定受益証券発行信託（受益証券発行信託のうち次の要件を満たすも

のをいう。）の信託財産に帰せられる収入及び支出については、受託者

段階で課税せず、受益者が受ける収益の分配について所得税又は法人税

を課税する。 

イ 受託者が税務署長の承認を受けた法人であること 

ロ 信託に係る未分配利益の額が信託の元本総額の 1,000 分の 25 相当

額以下であること 等 

② 個人受益者が受ける収益の分配は配当所得として、その受益証券の譲

渡による所得は株式等に係る譲渡所得等として、所得税を課税する。 

③ 特定受益証券発行信託以外の受益証券発行信託については、その受託

者に対し、信託財産から生ずる所得について、当該受託者の固有財産か

ら生ずる所得とは区別して法人税を課税する。 

④ 受益証券発行信託の受益証券を印紙税の課税対象に加える。 

(2) 受益者等の存在しない信託 

① 受益者等の存在しない信託については、その受託者に対し、信託財産

から生ずる所得について、当該受託者の固有財産から生ずる所得とは区

別して法人税を課税する。 

② 受益者等の存在しない信託を設定した場合には、委託者においてはみ

なし譲渡課税又は寄附金課税を、受託者においてはその信託財産の価額

に相当する金額について受贈益課税を行う。 

③ 受益者等の存在しない信託に受益者等が存することとなった場合に限

り、当該受益者等の受益権の取得による受贈益について、所得税又は法

人税を課税しない。 

④ 受益者等の存在しない信託を利用した相続税・贈与税の租税回避に対

しては、適正化措置を講ずる。 

(3) 受益者連続型信託等 

① 受益者連続型信託等については、設定時において受益者等に対して、

委託者から受益権を遺贈等により取得したものとみなして相続税等を課

税する。 

② 次の受益者等以降の者に対しては、その直前の受益者等から遺贈等に



 

 14

より受益権を取得したものと、その直前の受益者等は受益権を遺贈等し

たものと、それぞれみなして相続税等を課税する。 

２ 信託を利用した租税回避への対応その他の信託課税の適正化措置 

(1) 法人が委託者となる信託のうち、次に掲げるものについては、その受託

者に対し、信託財産から生ずる所得について、当該受託者の固有財産から

生ずる所得とは区別して法人税を課税する。 

① 重要な事業の信託で、受益権の過半を委託者の株主に交付するもの

（信託財産の種類がおおむね同一である場合等を除く。） 

② 長期（信託期間 20 年超）の自己信託等（主たる信託財産が耐用年数

20 年超の減価償却資産である場合等を除く。） 

③ 損益分配の操作が可能である自己信託等 

(2) 信託損失に係る所得税の取扱い 

受益者段階課税（発生時課税）される信託の個人受益者等の当該信託に

係る不動産所得の損失は、生じなかったものとみなし、損益通算等を制限

する。 

(3) 信託損失に係る法人税の取扱い 

受益者段階課税（発生時課税）される信託の法人受益者等の信託損失の

うち信託金額を超える部分の金額は、損金の額に算入しない。また、損失

補てん契約等により信託期間終了までの間の累積損益が明らかに欠損とな

らない場合には、信託損失の全額を損金の額に算入しない。 

(4) 合同運用信託 

合同運用信託の範囲を適正化する。 

３ その他所要の整備 

(1) 投資信託その他信託財産に帰せられる収入及び支出の帰属の原則が適用

されない信託の併合に係る従前の信託又は信託の分割に係る分割信託若し

くは従前の信託（以下「旧信託」という。）の受益者は、当該信託の併合

に係る新たな信託又は当該信託の分割に係る承継信託若しくは新たな信託

の受益権以外の資産の交付を受けていない場合には、その旧信託の受益権

の譲渡損益の計上を繰り延べる。 

(2) その他所要の整備を行う。 

（以上につき付記参照）
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二 金融・証券税制 

１ 上場株式等の配当等に係る軽減税率（所得税７％、住民税３％）の特例及

び上場株式等に係る譲渡所得等の軽減税率（所得税７％、住民税３％）の特

例の適用期限を１年延長する。 

２ 上場会社等の自己の株式の公開買付けの場合のみなし配当課税の特例の適

用期限を２年延長する。 

３ 償還差益に対する発行時源泉徴収免除の対象となる短期公社債の範囲に、

投資法人が発行する短期投資法人債を加える。 

４ 生命保険料控除の対象となる生命保険契約等の範囲に、中小企業等協同組

合法の特定共済組合及び特定共済組合連合会の締結した一定の生命共済に係

る契約を加える。 

 

 

三 住宅・土地税制 

＜住宅税制＞ 

（国 税） 

１ 住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除の控除額の特例の創設 

住宅の取得等をして平成 19 年又は平成 20 年に居住の用に供した場合につ

いて、住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除の控除額の特例を創

設する。この特例は、住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除との

選択適用とし、控除期間、住宅借入金等の年末残高の限度額及び控除率につ

いては、次のとおりとする。 

 

居住年 控除期間 
住宅借入金等

の年末残高 
適用年・控除率 

平成 19 年 15 年間 
2,500 万円 

以下の部分 

・１年目から10年目まで  0.6％ 

・11年目から15年目まで 0.4％ 

平成 20 年 同 上 
2,000 万円 

以下の部分 
同 上 
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２ 住宅のバリアフリー改修促進税制の創設 

（1）住宅のバリアフリー改修工事等に係る住宅借入金等を有する場合の所得

税額の特別控除の控除額の特例の創設 

  ① 一定の居住者が、その者の居住の用に供する家屋について一定のバリ

アフリー改修工事を含む増改築等（以下「バリアフリー改修工事等」と

いう。）を行った場合において、当該家屋を平成 19 年４月 1 日から平成

20 年 12 月 31 日までの間にその者の居住の用に供したときは、一定の要

件の下で、そのバリアフリー改修工事等に充てるために借り入れた住宅

借入金等の年末残高の一定割合を所得税の額から控除する。この特例は、

住宅の増改築等に係る住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除

との選択適用とし、控除期間、住宅借入金等の年末残高の限度額及び控

除率については、次のとおりとする。 

 

居住の用に

供する時期 

控除 

期間 

住宅借入

金等の年

末残高 

控 除 率 

平成 19 年４

月１日から

平成 20 年

12 月 31 日

まで 

５年間 

1,000 万

円以下の

部分 

イ 一定のバリアフリー改修工事

に係る工事費用相当部分（200

万円を限度）･･･２％ 

ロ イの「一定のバリアフリー改

修工事に係る工事費用相当部

分」以外の工事費用相当部

分･･･１％ 
 

（注１）上記の「一定のバリアフリー改修工事」とは、次に該当する工事

で、その工事費用（補助金等をもって充てる部分を除く。）の合計

額が 30 万円を超えるものをいう。 

          ① 廊下の拡幅       ⑤ 手すりの設置 

          ② 階段の勾配の緩和    ⑥ 屋内の段差の解消 

          ③ 浴室改良        ⑦ 引き戸への取替え工事 

          ④ 便所改良        ⑧ 床表面の滑り止め化 
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（注２）上記の「一定の居住者」とは、以下のいずれかに該当する者とす

る。 

     ① 50 歳以上の者 

     ② 介護保険法の要介護又は要支援の認定を受けている者 

     ③ 障害者である者 

④ 上記②若しくは③に該当する者又は 65 歳以上の者のいずれか

と同居している者 

（注３）適用対象となる住宅借入金等の範囲は、償還期間５年以上の一定

の住宅借入金等及び死亡時一括償還に係る借入金等とする。 

（注４）バリアフリー改修工事等の証明書の発行は、住宅の品質確保の促

進等に関する法律に基づく登録性能評価機関、建築基準法に基づく

指定確認検査機関又は建築士法に基づく建築士事務所に所属する建

築士が行うものとする。 

（注５）その他の要件は、現行の住宅の増改築等に係る住宅借入金等を有

する場合の所得税額の特別控除の要件と同様とする。 

② 二以上の居住年に係る住宅の取得等に係る住宅借入金等の金額を有す

る場合の控除額の計算の調整措置その他所要の措置を講ずる。 

（2）住宅の増改築等に係る住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除

について、現行、適用対象となっている大規模の修繕又は模様替等に加え、

大規模の修繕又は模様替に至らない工事のうち、一定のバリアフリー改修

工事を適用対象に加える。 

（注１）上記の「一定のバリアフリー改修工事」とは、次に該当する工事を

いう。 

        ① 廊下の拡幅       ⑤ 手すりの設置 

        ② 階段の勾配の緩和    ⑥ 屋内の段差の解消 

        ③ 浴室改良        ⑦ 引き戸への取替え工事 

        ④ 便所改良        ⑧ 床表面の滑り止め化 

（注２）上記の改正は、増改築等をした居住用家屋を平成 19 年４月１日以

後に自己の居住の用に供する場合について適用する。 

（3）なお、住宅のバリアフリー改修促進税制については、今後の適用状況を
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踏まえつつ、高齢者等の安心・安定した居住環境の確保や税制としての適

切な支援のあり方等の観点から、今後、引き続き検討を行う。 

３ 特定の居住用財産の買換え及び交換の場合の長期譲渡所得の課税の特例に

ついて、買換資産である家屋の床面積要件の上限（現行 280 ㎡）を撤廃した

うえ、その適用期限を３年延長する。 

 （注）上記の改正は、平成 19 年４月１日以後に行う居住用財産の譲渡につ

いて適用する。 

４ 相続等により取得した居住用財産の買換え及び交換の場合の長期譲渡所得

の課税の特例を廃止する。 

 （注）上記の改正は、平成 19 年４月１日以後に行う居住用財産の譲渡につ

いて適用する。 

５ 居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の繰越控除等の適用期限を３年延

長する。 

６ 特定居住用財産の譲渡損失の繰越控除等の適用期限を３年延長する。 

７ 住宅用家屋の所有権の保存登記に対する登録免許税の税率の軽減措置の適

用期限を２年延長する。 

８ 住宅用家屋の所有権の移転登記及び住宅取得資金の貸付け等に係る抵当権

の設定登記に対する登録免許税の税率の軽減措置について、所要の規定の整

備を行ったうえ、その適用期限を２年延長する。 

９ 平成 19 年４月１日から平成 21 年３月 31 日までの間に、独立行政法人住

宅金融支援機構が住宅用家屋の新築等のための資金の貸付けに係る金融機関

の貸付債権を譲り受けた場合における当該貸付債権を担保するために受ける

当該住宅用家屋を目的とする抵当権の設定登記に対する登録免許税について、

次の措置を講ずる。 

（1）当該金融機関が平成 19 年３月 31 日までに申込みを受理した資金の貸付

けに係るものにあっては、非課税（本則 1,000 分の４）とする。 

（2）当該金融機関が平成 19 年４月１日以後に申込みを受理する資金の貸付

けに係るものにあっては、税率を 1,000 分の１（本則 1,000 分の４）に軽

減する。 

（地方税） 
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１ 平成 19 年１月１日に存していた住宅のうち 65 歳以上の者、介護保険法の

要介護若しくは要支援の認定を受けている者又は障害者である者が居住する

もの（賃貸住宅を除く。）で、平成 19 年４月１日から平成 22 年３月 31 日ま

での間に一定のバリアフリー改修工事が完了したものについて、工事内容等

を確認することができる書類を添付して市町村に申告がなされた場合には、

当該住宅に係る固定資産税の税額（１戸当たり 100 ㎡相当分までに限る。）

を、改修工事が完了した年の翌年度分に限り、３分の１減額する。 

 （注）上記の「一定のバリアフリー改修工事」とは、次に該当する工事で、

その工事費用（補助金等をもって充てる部分を除く。）の合計額が 30 万

円以上のものをいう。 

      ① 廊下の拡幅      ⑤ 手すりの設置 

      ② 階段の勾配の緩和   ⑥ 屋内の段差の解消 

      ③ 浴室改良       ⑦ 引き戸への取替え工事 

      ④ 便所改良       ⑧ 床表面の滑り止め化 

２ 特定の居住用財産の買換え及び交換による長期譲渡所得に係る課税の特例

について、買換資産である家屋の床面積要件の上限（現行 280 ㎡）を撤廃し

たうえ、その適用期限を３年延長する。 

 （注）上記の改正は、平成 19 年４月１日以後に行う居住用財産の譲渡につ

いて適用する。 

３ 居住用財産の買換え等による譲渡損失に係る繰越控除等の適用期限を３年

延長する。 

４ 特定居住用財産の譲渡損失に係る繰越控除等の適用期限を３年延長する。 

 

＜土地税制＞ 

（国 税） 

１ 特定の資産の買換えの場合等の課税の特例について、長期所有の土地、建

物等から国内にある土地、建物、機械装置等への買換えの適用期限を２年延

長する。 

２ 都市再生特別措置法の改正に伴い、以下の措置を講ずる。 

（1）優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得の課
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税の特例等の適用対象に、都市開発事業等の用に供される土地の供給等の

業務を行う一定の都市再生整備推進機構（仮称）に対する当該業務を行う

ために直接必要な土地等の譲渡を加える。 

（2）特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の 1,500 万円特別

控除の適用対象に、地方公共団体又は一定の都市再生整備推進機構（仮

称）が行う都市再生整備計画に記載された公共施設の整備に関する事業の

用に供するために土地等がこれらの者に買い取られる場合を加える。 

３ 密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律の改正に伴い、以

下の措置を講ずる。 

（1）優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得の課

税の特例等の適用対象に、密集市街地における防災街区の整備の促進に関

する法律の防災再開発促進地区内における同法の認定建替計画（一定の規

模要件等を満たすものに限る。）に従って建築物の建替えの事業を行う認

定事業者に対する土地等の譲渡で当該譲渡に係る土地等が当該事業の用に

供されるもの（一定の土地等の譲渡に該当するものを除く。）を加える。 

（2）特定の資産の買換えの場合等の課税の特例の適用対象に、密集市街地に

おける防災街区の整備の促進に関する法律の防災再開発促進地区内におけ

る同法の認定建替計画（一定の規模要件等を満たすものに限る。）に基づ

く買換えを加える。 

４ 2,000 万円特別控除の対象となる土地等の譲渡のうち土地区画整理事業等

以外の事業の用に供するために土地等を譲渡した場合において、同一事業の

用地として二以上の年にわたって土地等を譲渡したときは、これらの譲渡の

うち、最初の譲渡が行われた年以外の譲渡については、この特別控除は適用

しないこととする。 

（注）上記の改正は、平成 20 年１月１日以後に行う土地等の譲渡について

適用する。 

５ 特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の 1,500 万円特別控

除について、次の措置を講ずる。 

（1）特定の民間住宅地造成事業のために土地等を譲渡した場合の適用期限を

２年延長する。 
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（2）適用対象に、土地等につき高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に

関する法律の重点整備地区において土地区画整理事業が施行された場合に、

当該土地等に係る換地処分により当該土地等のうち当該土地区画整理事業

に係る同意保留地制度における一定の生活関連施設又は一般交通用施設を

設置する保留地に対応する部分の譲渡があったときを加える。 

６ 認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にある土地等の交換等の場合

の譲渡所得の課税の特例について、適用対象となる事業用地の区域から首都

圏整備法の既成市街地、近畿圏整備法の既成都市区域及び中部圏開発整備法

の都市整備区域を除外したうえ、その適用期限を２年延長する。 

７ 認定民間都市再生事業計画に基づき土地等を取得した場合等の所有権の移

転登記等に対する登録免許税の税率の軽減措置について、適用対象を建築物

の所有権の保存登記としたうえ、その適用期限を２年延長する。 

８ 認定民間都市再生整備事業計画に基づき土地等を取得した場合等の所有権

の移転登記等に対する登録免許税の税率の軽減措置について、次の措置を講

じたうえ、その適用期限を２年延長する。 

（1）認定整備事業者が取得する建築物の適用対象を国土交通大臣の認定の日

から３年以内に建築されたものとするとともに、当該建築物の所有権の保

存登記に係る軽減税率を 1,000 分の３（現行 1,000 分の 1.5）に引き上げ

る。 

（2）平成 20 年４月１日以後に国土交通大臣の認定を受けた整備事業計画に

より地区内残留者が認定整備事業者等から取得する土地の所有権の移転登

記に係る軽減税率を 1,000 分の 10（現行 1,000 分の８）に引き上げる。 

（地方税） 

１ 都市再生特別措置法の改正に伴い、以下の措置を講ずる。 

（1）優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得の課

税の特例等の適用対象に、都市開発事業等の用に供される土地の供給等の

業務を行う一定の都市再生整備推進機構（仮称）に対する当該業務を行う

ために直接必要な土地等の譲渡を加える。 

（2）特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の 1,500 万円特別

控除の適用対象に、地方公共団体又は一定の都市再生整備推進機構（仮
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称）が行う都市再生整備計画に記載された公共施設の整備に関する事業の

用に供するために土地等がこれらの者に買い取られる場合を加える。 

２ 密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律の改正に伴い、以

下の措置を講ずる。 

（1）優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得の課

税の特例等の適用対象に、密集市街地における防災街区の整備の促進に関

する法律の防災再開発促進地区内における同法の認定建替計画（一定の規

模要件等を満たすものに限る。）に従って建築物の建替えの事業を行う認

定事業者に対する土地等の譲渡で当該譲渡に係る土地等が当該事業の用に

供されるもの（一定の土地等の譲渡に該当するものを除く。）を加える。 

（2）認定建替計画（一定の規模要件等を満たすものに限る。）に基づき取得

する事業区域内の土地に係る不動産取得税について、当該土地の価格の５

分の１に相当する額を価格から控除する課税標準の特例措置を２年間に限

り講ずる。 

３ 特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の 1,500 万円特別控

除について、次の措置を講ずる。 

（1）特定の民間住宅地造成事業のために土地等を譲渡した場合の適用期限を

２年延長する。 

（2）適用対象に、土地等につき高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に

関する法律の重点整備地区において土地区画整理事業が施行された場合に、

当該土地等に係る換地処分により当該土地等のうち当該土地区画整理事業

に係る同意保留地制度における一定の生活関連施設又は一般交通用施設を

設置する保留地に対応する部分の譲渡があったときを加える。 

４ 都市再生特別措置法に規定する認定事業者が民間都市再生事業計画に基づ

き取得する不動産に係る不動産取得税の課税標準の特例措置の適用期限を２

年延長する。 

５ 都市再生特別措置法に規定する認定整備事業者が民間都市再生整備事業計

画に基づき取得する不動産に係る不動産取得税の課税標準の特例措置の適用

期限を２年延長する。 

６ 都市再生特別措置法に規定する計画の認定を受けた民間都市再生整備事業
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計画に係る都市再生整備事業の区域内の不動産の所有者が、当該不動産を同

法に規定する認定整備事業者又は独立行政法人都市再生機構に譲渡し、従前

の不動産に代わるものとして取得する不動産に係る不動産取得税の課税標準

の特例措置の適用期限を２年延長する。 

７ 都市再生特別措置法に規定する認定事業者が民間都市再生事業計画に基づ

き整備する公共施設及び一定の都市利便施設の用に供する家屋及び償却資産

に係る固定資産税及び都市計画税の課税標準の特例措置について、対象から

駐車場、駐輪場及び駐車装置を除外したうえ、その適用期限を２年延長する。 

８ 民間都市開発の推進に関する特別措置法に基づき国土交通大臣が認定する

事業用地適正化計画に基づく土地の交換により、事業区域内の土地に関する

権利を有する者（事業者を除く。）が新たに取得する土地に係る不動産取得

税の課税標準の特例措置について、対象地域から三大都市圏のうち一定の地

域を除外したうえ、その適用期限を２年延長する。 

 

 

四 国際課税 

１ 国外関連者との取引に係る課税の特例（いわゆる移転価格税制）について、

租税条約の相手国との相互協議に係る納税猶予制度を創設する。 

（1）納税の猶予 

租税条約の相手国との相互協議の申立てをした場合において、その申立

てをした者が申請をしたときは、更正又は決定に係る国税（相互協議の対

象となるものに限る。）及びその加算税の額につき、その納期限（申請が

納期限後であるときは、申請の日）から相互協議の合意に基づく更正があ

った日（合意が行われなかった等の場合には、国税庁長官がその旨を通知

した日）の翌日から１月を経過する日までの期間、納税の猶予を認める。

納税を猶予する場合には、猶予する金額に相当する担保を徴する。 

（2）延滞税の免除 

納税の猶予をした国税に係る延滞税のうち猶予期間（申請の日が猶予し

た国税の納期限以前の日である場合には、申請の日から納期限までの期間 
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を含む。）に対応する部分は、免除する。 

（注１）上記の改正は、平成 19 年４月１日以後に行われる申請について

適用する。 

（注２）納税の猶予が終了した時には、確定した本税及びその加算税を納

付することになる。なお、事前確認で確認された内容に従った自主

的な修正申告に係る税額には、加算税は課されない。 

２ 国外関連者との取引に係る課税の特例（いわゆる移転価格税制）に係る事

前確認及びその事前相談について、申請手続の円滑化及び執行体制の整備を

図る。また、移転価格課税上の運用の明確化に向けた取組みを引き続き進め

る。 

３ 合併等により株主に外国親会社の株式が交付された場合には、非居住者又

は外国法人株主（以下「非居住者等株主」という。）は、その合併等の時に

旧株（国内に恒久的施設を有する非居住者等株主が国内において行う事業に

係る資産として管理するものを除く。）の譲渡益（わが国で課税の対象とな

る国内源泉所得に該当するものに限る。）に対して課税する。 

  なお、国内に恒久的施設を有する非居住者等株主がその交付を受けた外国

親会社の株式を国内において行う事業に係る資産として管理しなくなった場

合には、その時に外国親会社の株式を譲渡したものとして課税する。 

（注）上記の改正は、平成 19 年５月１日以後に行われる合併等について適用

する。 

４ 組織再編成に伴う国際的な租税回避を防止するため、次の措置を講ずる。 

（1）企業グループ内の法人間で合併等（軽課税国に所在する実体のない外国

親会社の株式を対価とするものに限る。）が行われる場合において、合併

法人等にも事業の実体が認められないときは、適格合併等に該当しないこ

ととする。 

（2）合併等（軽課税国に所在する実体のない外国親会社の株式を対価とする

ものに限る。）が行われる場合において、その合併等が適格合併等に該当

しないときは、その合併等の時に株主の旧株の譲渡益に対して課税する。 

（注）上記（1）及び（2）の改正は、平成 19 年 10 月１日以後に行われる合

併等について適用する。 
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（3）内国法人が保有する外国子会社（外国子会社合算税制の適用対象となる

ものに限る。）の株式を軽課税国に所在する実体のない外国親会社（その

内国法人の 80％以上の持分保有）又はその外国親会社に係る外国子会社に

現物出資する場合には、その現物出資は適格現物出資に該当しないことと

する。 

（注）上記（3）の改正は、平成 19 年 10 月１日以後に行われる現物出資に

ついて適用する。 

（4）内国法人（少数の株主グループによって支配（80％以上の持分保有）さ

れるものに限る。）の株主が組織再編成等により軽課税国に所在する実体

のない外国法人を通じてその内国法人（その内国法人の資産・負債のほと

んどすべてを取得した他の内国法人を含む。）を支配（80％以上の持分保

有）することとなった場合には、その外国法人又はその外国法人に係る外

国子会社（軽課税国に所在する実体のない外国子会社に限る。）に留保し

た所得を、その持分割合に応じて、その外国法人の株主である居住者及び

内国法人の所得に合算して課税する。 

（注）上記（4）の改正は、平成 19 年 10 月１日以後に株主が外国法人を通

じて内国法人を支配することとなる場合について適用する。 

５ 内国法人等の特定外国子会社等に係る所得の課税の特例等（いわゆる外国

子会社合算税制）について、次の措置を講ずる。 

（1）外国関係会社及び外国子会社合算税制の適用を受ける内国法人等の判定

について、議決権（剰余金の配当等に関するものに限る。）の異なる株式

又は請求権の異なる株式を発行している場合には、株式の数の割合、議決

権の数の割合又は請求権に基づき分配される剰余金の配当等の金額の割合

のいずれか多い割合で行う。 

（2）外国子会社合算税制の適用除外を受けるために必要な書類等の保存がな

い限り、適用除外が認められないことを明確にする。 

６ 非居住者等が支払を受ける振替地方債の利子について、次の措置を講ずる。 

（1）非居住者又は外国法人が支払を受ける振替地方債の利子については、振

替国債と同様に、非課税適用申告書の提出等を要件として、所得税又は法

人税を課さないこととし、源泉徴収を免除する。 
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（2）振替国債の利子について非課税適用申告書を提出している場合には、一

定の要件の下に振替地方債の利子について非課税適用申告書を提出してい

るものとみなすなど、所要の特例措置を講ずる。 

（注）上記の改正は、平成 20 年１月１日以後に支払われる振替地方債の利

子について適用する。 

７ 租税条約の規定に基づく社会保険料について、次の措置を講ずる。 

（1）居住者が租税条約の相手国の社会保障制度に保険料を支払った場合、租

税条約の規定に基づき、一定の金額を限度としてその保険料をその年の所

得税に係る総所得金額等から控除する。また、個人住民税についても同様

の措置を講ずる。 

（2）非居住者がわが国又は租税条約の相手国の社会保障制度に保険料を支払

った場合、租税条約の規定に基づき、一定の金額を限度としてその保険料

を控除した後の金額をその年の所得税に係る給与所得の金額又は国内源泉

所得の金額とする。 

８ 租税条約の相手国との相互協議の合意があった場合に、合意事業年度にお

いて対応する調整を行うために認められている更正の請求について、相互協

議の合意一般に関して認めるとともに、合意の影響がある翌年以降の事業年

度についても合意事業年度の取扱いと同様にその対象とする措置を講ずる。 

（注）上記の改正は、平成 19 年４月１日以後に開始する事業年度の所得に係

る更正の請求について適用する。 

９ 外国法人が国内の恒久的施設を有しなくなった場合等のみなし事業年度に

係る規定の整備を行う。 

 

 

五 円滑・適正な納税のための環境整備 

１ 電子証明書を取得した個人の電子申告に係る所得税額の特別控除の創設 

電子証明書を取得した個人が、平成 19 年分又は平成 20 年分の所得税の納

税申告書の提出を、その者の電子署名及びその電子署名に係る電子証明書を

付して各年の翌年３月 15 日までに電子情報処理組織を使用して行う場合に

は、一定の要件の下、その者のその年分の所得税の額から 5,000 円（その年
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分の所得税の額を限度とする。）を控除する。なお、平成 19 年分に本税額控

除の適用を受けた者は、平成 20 年分においてはその適用を受けることはで

きないこととする。 

（注）上記の改正は、平成 20 年１月４日以後に、平成 19 年分の所得税の納

税申告書の提出を電子情報処理組織を使用して行う場合について適用す

る。なお、出国のため、同日前に平成 19 年分の所得税の納税申告書の

提出を電子情報処理組織を使用して行った者は、同日から１年以内に更

正の請求をすることにより、本税額控除の額の還付を受けることができ

ることとする。 

２ 税務手続の電子化促進措置 

（1）電子申告における第三者作成書類の添付省略 

所得税の納税申告書の提出を電子情報処理組織を使用して行う際に、次

に掲げる第三者作成書類の記載事項を入力して送信することにより、送付

等の方法による当該書類の添付等を省略することができることとする。こ

の場合において、税務署長は原則として確定申告期限から３年間、その内

容の確認のために当該書類の提出等を求めることができることとする。 

① 医療費の領収書 

② 社会保険料控除の証明書 

③ 小規模企業共済等掛金控除の証明書 

④ 生命保険料控除の証明書 

⑤ 地震保険料控除の証明書 

⑥ 給与所得、退職所得及び公的年金等の源泉徴収票 

⑦ 特定口座年間取引報告書 

（注）上記の改正は、平成 20 年１月４日以後に、平成 19 年分以後の所得

税の納税申告書の提出を電子情報処理組織を使用して行う場合につい

て適用する。 

（2）源泉徴収票等の電子交付の対象書類の追加 

源泉徴収義務者が納税者に電磁的方法により交付できる書類の範囲に、

次の書類を追加する。 

① 公的年金等の源泉徴収票及び支払明細書 
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② 退職所得の源泉徴収票及び支払明細書 

③ オープン型証券投資信託の収益の分配の支払通知書 

④ 配当等とみなす金額に関する支払通知書 

（注）上記の改正は、平成 20 年１月１日以後に交付するこれらの書類に

ついて適用する。 

（3）源泉徴収関係書類の電子提出 

給与等、退職手当等又は公的年金等（以下「給与等」という。）の支払

を受ける者は、税務署長の承認を受けた給与等の支払をする者に対し、次

に掲げる源泉徴収関係書類について、書面による提出に代えて電磁的方法

による提出を行うことができることとする。この場合において、当該給与

等の支払を受ける者は、源泉徴収関係書類を提出したものとみなす。 

① 給与所得者の扶養控除等申告書 

② 従たる給与についての扶養控除等申告書 

③ 給与所得者の配偶者特別控除申告書 

④ 給与所得者の保険料控除申告書 

⑤ 退職所得の受給に関する申告書 

⑥ 公的年金等の受給者の扶養親族等申告書 

（注）上記の改正は、税務署長の承認を受けた給与等の支払をする者に対

し、平成 19 年７月１日以後に提出する源泉徴収関係書類について適

用する。 

（4）電子署名の省略 

電子情報処理組織により申請等を行う際に送信する電子署名及びその電

子署名に係る電子証明書について、その電子署名が次に掲げる者に係るも

のである場合には、その電子署名及び電子証明書の送信を要しないことと

する。 

① 税理士等が依頼を受けて税務書類を作成し、依頼者に代わって電子情

報処理組織により申請等を行う場合のその依頼者 

② 源泉所得税の徴収高計算書の送信を行う者 

③ 税務署等の端末を使用して電子情報処理組織により申請等を行う者 

（注）上記①及び②の改正は平成 19 年１月４日以後に、上記③の改正は
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平成 20 年１月４日以後に電子情報処理組織により申請等を行う場合

について適用する。 

（5）電子申請等証明制度の創設 

電子情報処理組織により申請等を行った者の請求があった場合には、税

務署長等は、電子情報処理組織により行った一定の申請等の日付、名称及

びその送信した内容についての証明を電子情報処理組織を使用して行わな

ければならないこととする。 

（注）上記の改正は、平成 20 年１月４日以後に行う請求について適用す

る。 

３ 国税の納付手続について、国税を納付しようとする者が一定の納付書に基

づき納付しようとする場合には、国税庁長官が指定する納付受託者に納付を

委託することができることとする。この場合において、納付しようとする者

が納付受託者に金銭を交付したときは、その交付した日に国税の納付があっ

たものとみなして、延滞税、利子税等に関する規定を適用するほか、納付受

託者の納付義務、帳簿保存義務、納付受託者の指定の取消し等の所要の措置

を講ずる。 

（注）上記の改正は、平成 20 年１月４日以後に国税の納付を委託する場合

について適用する。 

４ 差押財産の公売手続について、次のとおり見直しを行う。 

 （1）買受けの申込みの際に現金で納付する公売保証金について、入札者等と

税務署長等が相当と認める一定の者との間において公売保証金の納付を保

証する契約が締結され、その旨を証する書面が税務署長等に提出された場

合には、入札者等は公売保証金を現金で納付することを要しないこととす

る。 

 （2）買受代金の納付期限を延長できる期間について、30 日(現行 10 日)に延

長する。 

 （3）入札又は競り売り終了時の告知方法である最高価申込者等の氏名等の呼

び上げについて、氏名等を告げることとする。 

 （4）公売処分に係る異議申立書等の提出時期について、郵送等により提出さ

れた場合には、郵便物等の通信日付印により表示された日にその提出がさ
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れたものとみなす規定は適用しないこととする。 

（注）上記の改正は、平成 19 年４月１日以後に公売公告を行う公売につい

て適用する。 

５ 支払調書及び源泉徴収制度の対象となる報酬・料金等の範囲に、通訳に係

る報酬・料金を追加する。 

（注）上記の改正は、平成 19 年７月１日以後に支払われる通訳に係る報

酬・料金について適用する。 

６ 投資事業組合が分配する損益に関する資料情報及び源泉徴収制度について、

次のように整備する。 

（1）投資事業有限責任組合の組合員に帰属する利益又は損失の額について、

現行の「有限責任事業組合に係る組合員所得に関する計算書」と同様に、

計算書の提出制度を整備する。 

（2）業務に関連して他人のために名義人として株式等の譲渡の対価の支払を

受ける者は、名義人受領の株式等の譲渡の対価に関する調書を、その支払

を受けた日の属する年の翌年１月 31 日までに、税務署長に提出しなけれ

ばならないこととする。 

（3）支払調書及び源泉徴収制度の対象となる匿名組合契約等に係る組合員の

人数要件を撤廃し、すべての匿名組合契約等に基づく居住者又は内国法人

に対する利益の分配を支払調書及び源泉徴収制度の対象とする。 

あわせて、信託会社が、厚生年金基金契約等の契約に係る信託の信託財

産に属する匿名組合契約等に基づく権利につき、その利益の分配の支払を

する者の備え付ける帳簿に当該権利が当該信託財産に属する旨等の登載を

受けている場合には、その権利についてその登載を受けている期間内に支

払われる当該利益の分配については、源泉徴収を免除する措置を講ずる。 

（注）上記の改正は、平成 20 年 1 月 1 日以後に提出する上記の計算書等及

び同日以後に支払われる匿名組合契約等に基づく利益の分配について適

用する。 

７ 生命保険契約等に基づく保険金等及び損害保険契約等に基づく給付の支払

調書の対象に、中小企業等協同組合法の事業協同組合等の締結した共済契約

に基づく共済金を加える。 
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８ オープン型証券投資信託の収益の分配の支払通知書及び配当等とみなす金

額に関する支払通知書について、交付不要限度額（現行５万円又は 10 万円

以下）を撤廃する。 

（注）上記の改正は、平成 20 年１月１日以後に交付する支払通知書につい

て適用する。 

９ 相続財産に係る譲渡所得の課税の特例の適用を受けた者が、その対象とな

る相続税額が更正の請求の特則に基づき減少したことに伴い修正申告書の提

出等をする場合におけるその納付すべき所得税の額に係る延滞税の計算につ

いては、その適用を受けた所得税の法定納期限の翌日からその提出等の日ま

での期間は延滞税の計算の基礎となる期間に算入しない。 

（注）上記の改正は、平成 19 年４月１日以後に修正申告書の提出等をする

場合について適用する。 

10 国等に対して財産を寄附した場合の譲渡所得等の非課税制度について、国

税庁長官の承認の取消事由から、公益法人等が国税庁長官の承認を受けた贈

与又は遺贈に係る財産等を国又は地方公共団体に贈与した場合を除外する。 

11 譲渡担保財産を納税者の財産として行った差押えを譲渡担保財産に対する

差押えとして滞納処分を続行する場合には、税務署長等は、その譲渡担保財

産に係る第三債務者等に対し、滞納処分を続行する旨を通知しなければなら

ないこととする。 

（注）上記の改正は、平成 19 年４月１日以後に譲渡担保財産に対する滞納

処分を続行する場合について適用する。 

12 相続税の配偶者の税額軽減措置について、配偶者が仮装又は隠ぺいしてい

た財産を配偶者以外の相続人等が取得した場合には、当該仮装又は隠ぺいし

ていた財産に伴い増加する税額について、当該税額軽減措置は適用しないこ

ととする。 

13 相続又は遺贈により取得したものとみなして相続税を課税する保険金の範

囲に、わが国の保険業法の免許等を受けていない外国の保険業者と締結され

た生命保険契約又は損害保険契約に係る保険金を加える。 
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六 農林漁業対策 

（国 税） 

１ 山林所得に係る森林計画特別控除の適用期限を２年延長する。 

２ 青色申告書を提出する法人で、認定農業者等が、平成 19 年４月１日から

平成 21 年３月 31 日までの期間内の日を含む各事業年度において、農業の担

い手に対する経営安定のための交付金の交付に関する法律に規定する交付金

など一定の交付金又は補助金の交付を受けた場合において、認定農業経営改

善計画等の定めるところに従って農業経営の規模の拡大等に要する費用に充

てるため一定の積立限度額以下の金額を農業経営基盤強化準備金として積み

立てたときは、当該積み立てた金額は、損金の額に算入することができるこ

ととする。 

なお、この準備金については、その積み立てられた事業年度終了の日の翌

日から５年を経過したものがある場合には、その５年を経過した日を含む事

業年度において益金の額に算入する。 

３ 上記２の農業経営基盤強化準備金の金額を有する法人が、各事業年度にお

いて、認定農業経営改善計画等の定めるところに従い、農用地又は農業用の

一定の機械その他の減価償却資産の取得等をし、当該法人の農業の用に供し

た場合には、当該農用地等につき、前事業年度から繰り越された農業経営基

盤強化準備金の金額のうち当該事業年度において益金の額に算入された、又

は算入されるべきこととなった金額に相当する金額の範囲内で圧縮記帳をす

ることができる。 

（注）上記２及び３の特例については、青色申告書を提出する個人で、認定農

業者である者について、同様の措置を講ずる。 

４ 保全事業等資産の特別償却制度について、機械装置に係る特別償却率を

13％から 11％に引き下げたうえ、その適用期限を２年延長する。 

５ 植林費の損金算入の特例の適用期限を２年延長する。 

６ 漁業協同組合等の留保所得の特別控除制度の適用期限を２年延長する。

（後掲） 

７ 農林中央金庫等の合併に係る課税の特例について、対象に森林組合合併助

成法の適用を受けない森林組合と森林組合との合併を加えたうえ、その適用
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期限を３年延長する。 

８ 特定農業法人が特定遊休農地を取得した場合の所有権の移転登記に対する

登録免許税の税率の軽減措置の適用期限を２年延長する。 

９ 農業経営基盤強化促進法に規定する利用権設定等促進事業により取得した

農用地等の所有権の移転登記に対する登録免許税の税率の軽減措置について、

適用対象者の範囲を見直したうえ、その適用期限を２年延長する。 

10 農林漁業金融公庫資金等の転貸の場合の抵当権の設定登記に対する登録免

許税の税率の軽減措置の適用期限を平成 20 年９月 30 日まで延長する。 

11 農業信用基金協会等の抵当権の設定登記等に対する登録免許税の税率の軽

減措置の適用期限を２年延長する。 

12 旧自作農創設特別措置法等の規定による売渡し等に係る土地の所有権の移

転登記等に対する登録免許税の免税措置の適用期限を５年延長する。 

（地方税） 

１ 農業協同組合が他の農業協同組合から信用事業の全部譲渡に伴い取得する

不動産に係る不動産取得税について、当該不動産の価格の２分の１に相当す

る額を価格から控除する課税標準の特例措置を３年間に限り講ずる。 

２ 山林所得に係る森林計画特別控除の適用期限を２年延長する。 

３ 農業経営基盤強化促進法の規定による公告があった農用地利用集積計画に

基づき取得する農業振興地域内にある土地に係る不動産取得税の課税標準の

特例措置の適用期限を２年延長する。 

４ 農業経営基盤強化促進法に規定する特定農業法人が同法に規定する協議等

により取得する農用地区域内にある特定遊休農地に係る不動産取得税の課税

標準の特例措置の適用期限を２年延長する。 

５ 入会林野整備等により取得する土地に係る不動産取得税の減額措置の適用

期限を２年延長する。 

６ 農業協同組合、農業協同組合連合会又は農林中央金庫の現物出資により設

立される株式会社又は合同会社が当該現物出資に伴い取得する不動産に係る

不動産取得税の非課税措置について、対象から農林中央金庫が現物出資によ

り設立する株式会社又は合同会社を除外したうえ、その適用期限を３年延長

する。 
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七 環境対策 

（国 税） 

１ 再商品化設備等の特別償却制度について、適用対象である食品循環資源再

生利用設備の範囲に生ごみ処理機及び保冷設備を加えるとともに、対象設備

を改正後の食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律に規定する認定を

受けた再生利用事業計画に記載された設備に限定する。 

（地方税） 

１ 都市緑地法に規定する緑化施設整備計画に基づき設置される一定の緑化施

設に係る固定資産税の課税標準の特例措置について、地区計画等緑化率条例

による制限を受けない緑化重点地区内における緑化施設の敷地面積要件を

500 ㎡（現行 1,000 ㎡）に緩和したうえ、その適用期限を２年延長する。 

２ 低公害車燃料等供給施設の用に供する一定の償却資産に係る固定資産税の

課税標準の特例措置の適用期限を２年延長する。 

３ 電気自動車に係る自動車取得税の税率の特例措置の適用期限を２年延長す

る。 

４ 天然ガス自動車に係る自動車取得税の税率の特例措置について、対象を一

定の排出ガス性能を満たすものに限定したうえ、その適用期限を２年延長す

る。   

５ ハイブリッド自動車（バス・トラック）に係る自動車取得税の税率の特例

措置について、対象を一定の排出ガス性能及び燃費性能を満たすものに限定

したうえ、その適用期限を２年延長する。 

 （注）上記の限定に係る改正は、平成 19 年９月１日以後の自動車の取得に

ついて適用する。 

６ ハイブリッド自動車（バス・トラック以外）に係る自動車取得税の税率の

特例措置について、対象を一定の排出ガス性能及び燃費性能を満たすものに

限定するとともに、税率から軽減する率を、当該自動車の取得が平成 19 年

４月１日から平成 20 年３月 31 日までの間に行われたときは２％（現行

2.2％）、平成 20 年４月１日から平成 21 年３月 31 日までの間に行われたと

きは 1.8％としたうえ、その適用期限を２年延長する。 

７ メタノール自動車に係る自動車取得税の税率の特例措置を廃止する。 
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八 その他の政策税制 

（国 税） 

１ 電子政府推進税制の創設 

（1）電子証明書を取得した個人の電子申告に係る所得税額の特別控除の創設

（再掲） 

電子証明書を取得した個人が、平成 19 年分又は平成 20 年分の所得税の

納税申告書の提出を、その者の電子署名及びその電子署名に係る電子証明

書を付して各年の翌年３月 15 日までに電子情報処理組織を使用して行う場

合には、一定の要件の下、その者のその年分の所得税の額から 5,000 円

（その年分の所得税の額を限度とする。）を控除する。なお、平成 19 年分

に本税額控除の適用を受けた者は、平成 20 年分においてはその適用を受

けることはできないこととする。 

（注）上記の改正は、平成 20 年１月４日以後に、平成 19 年分の所得税の

納税申告書の提出を電子情報処理組織を使用して行う場合について適

用する。なお、出国のため、同日前に平成 19 年分の所得税の納税申告書

の提出を電子情報処理組織を使用して行った者は、同日から１年以内

に更正の請求をすることにより、本税額控除の額の還付を受けること

ができることとする。 

（2）オンライン登記申請に係る登録免許税の税額控除の創設 

次の登記を受けようとする者が、平成 20 年１月１日から平成 21 年 12

月 31 日までの間に電子情報処理組織を使用して当該登記の申請を行った

場合には、一定の要件の下、当該登記に係る登録免許税額からその 100 分

の 10 に相当する額（5,000 円を限度とする。）を控除する。 

① 不動産登記のうち、所有権の保存登記及び移転登記並びに抵当権の設

定登記 

② 株式会社、合名会社、合資会社等の設立登記 

２ 国等に対して重要文化財等を譲渡した場合の譲渡所得の課税の特例につい

て、次の措置を講ずる。 

（1）重要文化財を国等又は地方公共団体に譲渡した場合の譲渡所得の課税の

特例について、その適用期限を撤廃する。 
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（2）重要文化財に準ずる文化財のうち一定のものを国等に譲渡した場合の譲

渡所得の課税の特例について、その適用期限を５年延長する。 

３ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律等の改正に伴い、

社会保険診療報酬の所得計算の特例の適用対象となる社会保険診療の範囲の

整備を行うほか、所要の整備を行う。 

４ 青色申告書を提出する法人で、次世代育成支援対策推進法の規定に基づき

同法に規定する一般事業主行動計画（託児施設の設置及び運営に関する事項

が定められているものに限る。）を厚生労働大臣に届け出ていること等一定

の要件を満たすものが、その事業年度終了の日において当該一般事業主行動

計画に従って、一定の基準を満たす事業所内託児施設の設置及び運営を行っ

ていることにつき証明がされた場合には、平成 19 年４月１日から平成 21 年

３月 31 日までの間に当該一般事業主行動計画に従って新設をした事業所内

託児施設及びこれと同時に設置する一定の器具備品については、５年間 20％

（次世代育成支援対策推進法の中小事業主については、５年間 30％）の割増

償却ができることとする。 

５ 再チャレンジ支援寄附金税制の創設 

個人、法人又は相続若しくは遺贈により財産を取得した者が、 

① 地域再生法に規定する地域再生計画の認定を受けた地方公共団体（認定

地方公共団体）が指定する会社により行われる障害者の雇用の機会の確保

など当該認定地域再生計画に記載された一定の事業に充てられる寄附金

（その認定地方公共団体が証明をしたものに限る。） 

② 次世代育成支援対策に取り組む会社等に対する助成事業など認定地域再

生計画に記載された一定の事業で認定地方公共団体が指定する公益法人に

より行われるものに関連する寄附金（当該認定地域再生計画に定められた

地域内に、寄附者及び公益法人の本店、支店、工場、営業所、事務所等が

所在するものに限る。） 

を支出した場合には、次の特例措置を講ずる。 

（1）法人が上記①及び②の寄附金を支出した場合には、一般の寄附金の損金

算入限度額とは別に、当該損金算入限度額の範囲内で損金算入ができる。

ただし、限度額の計算は、特定公益増進法人及び認定ＮＰＯ法人に対する
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寄附金と合わせて行うものとする。 

（2）個人が上記②の寄附金を支出した場合には、当該寄附金は所得税法の特

定寄附金とみなして寄附金控除の適用を認める。 

（3）相続又は遺贈により財産を取得した者が相続税の申告期限までに上記②

の寄附金を支出した場合には、その者又はその者の親族等の相続税等の負

担が不当に減少する結果となると認められる場合を除き、当該寄附金の額

を相続税の課税価格の計算の基礎に算入しない。 

  なお、本税制については、その趣旨を踏まえた的確な運用を図り、さらに

運用状況も見つつ再チャレンジ支援に資するような制度の充実を図ることと

する。 

６ 沖縄振興等に関する税制について、次の措置を講ずる。 

（1）観光振興地域関係 

   観光振興地域において特定民間観光関連施設を取得した場合の法人税額

の特別控除制度について、対象に文化紹介体験施設を加えたうえ、その適

用期限を５年延長する。 

（2）情報通信産業振興地域又は情報通信産業特別地区関係 

① 情報通信産業振興地域において工業用機械等を取得した場合の法人税

額の特別控除制度の適用期限を５年延長する。 

② 情報通信産業特別地区における認定法人の所得の特別控除制度につい

て、認定要件である常時使用する従業員の数を 10 人以上（現行 20 人以

上）としたうえ、その適用期限を５年延長する。 

（3）産業高度化地域関係 

産業高度化地域において工業用機械等を取得した場合の特別償却又は法

人税額の特別控除制度の適用期限を５年延長する。 

（4）自由貿易地域又は特別自由貿易地域関係 

① 自由貿易地域・特別自由貿易地域において工業用機械等を取得した場

合の特別償却又は法人税額の特別控除制度の適用期限を５年延長する。 

② 特別自由貿易地域における認定法人の所得の特別控除制度の適用期限

を５年延長する。 

（5）金融業務特別地区関係 
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① 金融業務特別地区において金融業務用設備等を取得した場合の法人税

額の特別控除制度の適用期限を５年延長する。 

② 金融業務特別地区における認定法人の所得の特別控除制度について、

認定要件である常時使用する従業員の数を 10 人以上（現行 20 人以上）

としたうえ、その適用期限を５年延長する。 

（6）離島振興関係 

沖縄の離島において旅館業用建物等を取得した場合の特別償却制度の適

用期限を５年延長する。 

（7）中小企業の振興関係 

   沖縄の特定中小企業者が経営革新設備等を取得した場合等の特別償却又

は特別税額控除制度及び経営基盤強化計画を実施する指定中小企業者の機

械等の割増償却制度の適用期限を５年延長する。 

（8）沖縄県で発電の用に供する石炭に係る石油石炭税の免税措置の適用期限

を５年延長する。 

（9）本土―沖縄本島路線航空機に積み込まれる航空機燃料に係る航空機燃料

税の税率の特例措置の適用期限を５年延長する。 

（10）沖縄の復帰に伴う特別措置関係 

  ① 沖縄県産酒類に係る酒税の軽減措置の適用期限を５年延長する。 

  ② 揮発油に係る揮発油税及び地方道路税の軽減措置の適用期限を５年延

長する。 

７ 中小企業等基盤強化税制について、次のとおり見直しを行ったうえ、その

適用期限を２年延長する。 

（1）中小企業による地域産業資源を活用した事業活動の促進に関する法律

（仮称）に規定する認定計画（仮称）に従って同法に規定する地域産業資

源活用事業（仮称）を行う中小企業者でその地域産業資源活用事業につき

一定の基準に適合することの確認を受けたものが取得等をする当該認定計

画に定める機械装置を対象に加える。（再掲） 

（2）持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律に係る措置及び中

小企業の新たな事業活動の促進に関する法律の一定の中小企業者で設立５

年以内のものに係る措置を除外する。 
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（3）飲食店業に係る措置について、対象設備を生活衛生関係営業の運営の適

正化及び振興に関する法律に規定する認定を受けた振興計画に基づく振興

事業に係る設備に限るものとする。 

（4）特定旅館業を営む大規模法人に係る措置について、特別税額控除の対象

から除外するほか、対象設備に国際放送・高速通信設備を加えるとともに、

対象設備からちゅう房設備を除外する。 

８ 公害防止用設備の特別償却制度について、汚水処理用等設備のうち紫外線

及びオゾン併用分解装置及び逆浸透膜分離装置、ばい煙処理用等設備のうち

燃焼分解装置、触媒分解装置及び廃ガス冷却装置並びに脱特定物質対応型設

備を対象から除外するとともに、産業廃棄物処理用設備のうちばい煙処理装

置を石綿含有廃棄物無害化処理用設備とともに使用されるものに限定したう

え、その適用期限を１年又は２年延長する。 

９ 船舶の特別償却制度について、外航船舶につき環境負荷低減設備等の要件

を追加したうえ、その適用期限を２年延長する。 

10 関西文化学術研究都市の文化学術研究地区における文化学術研究施設の特

別償却制度について、機械装置に係る特別償却率を 24％から 20％に、建物

等に係る特別償却率を 12％から 10％にそれぞれ引き下げたうえ、その適用

期限を２年延長する。 

11 地震防災対策用資産の特別償却制度の適用期限を２年延長する。 

12 特定高度技術産業集積地域における高度技術産業用設備の特別償却制度は、

適用期限の到来をもって廃止する。 

13 事業革新設備の特別償却制度について、次のとおり見直しを行ったうえ、

その適用期限を２年延長する。 

（1）産業活力再生特別措置法の改正後の産業活力強化特別措置法（仮称）に

規定する認定知的財産活用型事業展開計画（仮称）又は認定経営資源融合

計画（仮称）に記載された機械装置及び事業革新設備導入計画に記載され

た機械装置のうち同法に規定する特定事業革新設備（仮称）について、特

別償却率を 30％として対象に加える。 

（2）認定事業再構築計画、認定共同事業再編計画、認定経営資源再活用計画

及び認定事業革新設備導入計画に記載された機械装置（特定事業革新設備
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を除く。）に係る措置の特別償却率を 40％、30％又は 24％から 20％に引き

下げる。 

14 特定電気通信設備等の特別償却制度について、高度テレビジョン放送制作

等利便性充実設備に係る特別償却率をその取得等をした期間に応じ次のとお

り引き下げるとともに、その適用期限を３年延長する。 

（1）平成 19 年４月１日から平成 20 年３月 31 日までの間の取得等 15％ 

（2）平成 20 年４月１日から平成 21 年３月 31 日までの間の取得等 13％ 

（3）平成 21 年４月１日から平成 22 年３月 31 日までの間の取得等 10％ 

15 商業施設等の特別償却制度について、対象から中小小売商業振興法に係る

措置を除外したうえ、その適用期限を２年延長する。 

16 製造過程管理高度化設備等の特別償却制度は、適用期限の到来をもって廃

止する。 

17 半島振興対策実施地域における工業用機械等の特別償却制度について、対

象資産の取得価額要件を 2,500 万円超から 2,000 万円超に引き下げたうえ、

過疎地域等における工業用機械等の特別償却制度及び離島振興対策実施地域

等における工業用機械等の特別償却制度と合わせて、その適用期限を２年延

長する。 

18 過疎地域等における工業用機械等の特別償却制度について、対象資産の取

得価額要件を 2,500 万円超から 2,000 万円超に引き下げるとともに、機械装

置に係る特別償却率を 11％から 10％に、建物等に係る特別償却率を７％か

ら６％にそれぞれ引き下げたうえ、半島振興対策実施地域における工業用機

械等の特別償却制度及び離島振興対策実施地域等における工業用機械等の特

別償却制度と合わせて、その適用期限を２年延長する。 

19 離島振興対策実施地域等における工業用機械等の特別償却制度について、

対象資産の取得価額要件を 2,500 万円超から 2,000 万円超に引き下げたうえ、

半島振興対策実施地域における工業用機械等の特別償却制度及び過疎地域等

における工業用機械等の特別償却制度と合わせて、その適用期限を２年延長

する。 

20 医療用機器等の特別償却制度について、次のとおり見直しを行ったうえ、

その適用期限を２年延長する。 
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（1）青色申告書を提出する法人で医療保健業を営むものが、平成 19 年４月

１日から平成 21 年３月 31 日までの間に、療養病床等を介護老人保健施設

等とするための増築又は改築をした場合には、その用に供した日を含む事

業年度におけるその増築又は改築により取得等をした介護老人保健施設等

の基準取得価額の 15％相当額の特別償却ができる措置を加える。 

（2）救急医療用機器に係る特別償却率の上乗せ措置を廃止するとともに、特

定医療用建物の割増償却に係る措置を除外する。 

（3）建替え病院用等建物に係る措置について、医療の提供体制の整備に資す

るための基準を見直す。 

21 障害者を雇用する場合の機械等の割増償却制度の適用期限を２年延長する。 

22 農業経営改善計画を実施する者の機械等の割増償却制度は、適用期限の到

来をもって廃止する。 

23 優良賃貸住宅等の割増償却制度について、改良優良賃貸住宅に係る措置を

除外するとともに、高齢者向け優良賃貸住宅に係る措置に係る割増償却率を

36％（耐用年数 35 年以上であるものについては、50％）から 28％（耐用年

数 35 年以上であるものについては、40％）に引き下げたうえ、その適用期

限を２年延長する。 

24 特定再開発建築物等の割増償却制度について、次のとおり見直しを行った

うえ、その適用期限を２年延長する。 

（1）市街地再開発事業に係る措置について、施設建築物のうち住宅の用に供

する部分を除外する。 

（2）都市再生事業に係る措置及び都市再生整備事業に係る措置について、対

象から地区内残留者を除外する。 

25 倉庫用建物等の割増償却制度の適用期限を２年延長する。 

26 特定災害防止準備金制度の適用期限を２年延長する。 

27 電子計算機買戻損失準備金制度の適用期限を２年延長する。 

28 保険会社等の異常危険準備金制度について、火災保険等及び火災共済に係

る特例積立率の適用期限を３年延長する。 

29 協同組合等の貸倒引当金の特例の適用期限を２年延長する。 
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30 探鉱準備金又は海外探鉱準備金制度の適用期限を３年延長する。 

31 漁業協同組合等の留保所得の特別控除制度について、事業協同組合及び事

業協同小組合から特定共済組合を、協同組合連合会から特定共済組合連合会

をそれぞれ除外したうえ、その適用期限を２年延長する。 

32 農用地利用集積準備金制度は、適用期限の到来をもって廃止する。 

33 鉱工業技術研究組合等の所得計算の特例の適用期限を２年（食品の製造過

程の管理の高度化に関する臨時措置法に係る措置については、１年３月）延

長する。 

34 欠損金の繰戻しによる還付の不適用制度における産業活力再生特別措置法

の設備廃棄等欠損金額に係る適用除外措置は、適用期限の到来をもって廃止

する。 

35 投資法人に係る課税の特例における不動産投資法人が特定目的会社の優先

出資証券を取得した場合の要件緩和措置は、適用期限の到来をもって廃止す

る。 

36 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構が行う基盤整備事業に基づ

き、旅客鉄道株式会社等が交換により取得した建物に係る所有権の移転登記

に対する登録免許税の免税措置の適用期限を平成 23 年 12 月 31 日まで延長

する。 

37 鉄鋼の製造に使用する石炭、コークスの製造に使用する石炭及びセメント

の製造に使用する石炭に係る石油石炭税の免税措置の適用期限を２年延長す

る。 

38 国産石油アスファルト等に係る石油石炭税の還付措置の適用期限を２年延

長する。 

39 特定離島路線航空機に積み込まれる航空機燃料に係る航空機燃料税の税率

の特例措置の適用期限を２年延長する。 

40 不動産の譲渡に関する契約書等に係る印紙税の税率の特例措置の適用期限

を２年延長する。 

41 日本銀行が社債等を担保として買い入れる為替手形に係る印紙税の税率等

の特例措置を廃止する。 

42 株式分割等に係る株券等に対する印紙税の非課税措置の適用期限を２年延
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長する。 

（関 税） 

１ 沖縄型特定免税店制度に係る特例措置及び自由貿易地域・特別自由貿易地

域における特例措置を５年延長する。 

（地方税） 

１ 個人の事業税の課税対象事業から助産師業を除外する。 

２ テレワークを実施するために企業等が取得する主たる就業場所とその他の

就業場所との間の通信の用に供する一定の設備に係る固定資産税について、

課税標準を最初の５年間価格の３分の２とする措置を２年間に限り講ずる。 

３ 駐車場法に基づき路外駐車場の整備に関する事業の計画の概要が定められ

た自動二輪車専用駐車場の用に供する家屋に係る固定資産税について、課税

標準を最初の３年間価格の８分の７とする措置を２年間に限り講ずる。 

４ 駐車場法に基づき路外駐車場の整備に関する事業の計画の概要が定められ

た自動二輪車専用駐車場の用に供する家屋に係る不動産取得税について、当

該家屋の価格の６分の１に相当する額を価格から控除する課税標準の特例措

置を２年間に限り講ずる。 

５ テレビジョン放送事業者が取得した地上放送デジタル化のための設備に係

る固定資産税の課税標準の特例措置について、空中線電力が 0.3 ワット以下

の中継局の課税標準を最初の５年間価格の３分の２（現行４分の３）とした

うえ、その適用期限を２年延長する。 

６ 離島航路事業の用に供する一定の高性能船舶に係る固定資産税の課税標準

の特例措置について、課税標準を最初の５年間価格の３分の１（現行３分の

２）としたうえ、その適用期限を２年延長する。 

７ 沖縄振興に関する税制について、次の措置を講ずる。 

（1）観光振興地域関係 

 観光振興地域において特定民間観光関連施設に対する資産割に係る事業

所税の課税標準の特例措置について、対象施設を見直したうえ、その適用

期限を５年延長する。 

（2）情報通信産業振興地域関係 
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 情報通信産業振興地域において一定の情報通信産業の事業の用に供する

施設に対する資産割に係る事業所税の課税標準の特例措置の適用期限を５

年延長する。 

（3）産業高度化地域関係 

 産業高度化地域において一定の産業の事業の用に供する施設に対する資

産割に係る事業所税の課税標準の特例措置の適用期限を５年延長する。 

８ 国等に対して重要文化財等を譲渡した場合の譲渡所得の課税の特例につい

て、次の措置を講ずる。 

（1）重要文化財を国等又は地方公共団体に譲渡した場合の譲渡所得の課税の

特例について、その適用期限を撤廃する。 

（2）重要文化財に準ずる文化財のうち一定のものを国等に譲渡した場合の譲

渡所得の課税の特例について、その適用期限を５年延長する。 

９ 電気供給業を行う法人の事業税の課税標準である収入金額を算定する場合

において控除される収入金額の範囲に、他の電気供給業を行う法人から託送

供給を受けて電気の供給を行う場合の当該供給に係る収入金額のうち、電気

事業法に規定する特定規模需要に応ずる電気の供給に係る託送供給の料金と

して支払うべき金額に相当する収入金額を追加する課税標準の特例措置の適

用期限を２年延長する。 

10 心身障害者を多数雇用する事業所の事業主が障害者の雇用の促進等に関す

る法律に規定する重度障害者多数雇用事業所施設設置等助成金の支給を受け

て取得する事業用施設に係る固定資産税の課税標準の特例措置及び不動産取

得税の減額措置の適用期限を２年延長する。 

11 鉄軌道事業者が利用者利便の向上に資する相互乗入れ、直通化等に係る一

定の大規模改良工事により取得する一定の家屋及び償却資産に係る固定資産

税及び都市計画税の課税標準の特例措置の適用期限を２年延長する。 

12 と畜場において設置される牛海綿状脳症（ＢＳＥ）対策実施のための一定

の償却資産に係る固定資産税の課税標準の特例措置の適用期限を３年延長す

る。 

13 沖縄電力株式会社が電気供給業の用に供する償却資産に係る固定資産税の

課税標準の特例措置の適用期限を５年延長する。 
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14 市街地再開発事業の施行に伴い従前の権利者が取得する家屋に係る固定資

産税の減額措置の適用期限を２年延長する。 

15 関西文化学術研究都市建設促進法に規定する文化学術研究交流施設に係る

固定資産税の課税標準の特例措置の適用期限を２年延長する。 

16 関西文化学術研究都市建設促進法に規定する文化学術研究交流施設及びそ

の土地に係る不動産取得税の課税標準の特例措置等の適用期限を２年延長す

る。 

17 関西文化学術研究都市建設促進法に規定する文化学術研究施設に対する資

産割に係る事業所税の課税標準の特例措置の適用期限を２年延長する。 

18 北海道旅客鉄道株式会社、四国旅客鉄道株式会社及び九州旅客鉄道株式会

社が所有し又は借り受けている固定資産に係る固定資産税及び都市計画税の

課税標準の特例措置の適用期限を５年延長する。 

19 国鉄改革により北海道旅客鉄道株式会社、四国旅客鉄道株式会社及び九州

旅客鉄道株式会社並びに日本貨物鉄道株式会社が承継した本来事業用固定資

産に係る固定資産税及び都市計画税の課税標準の特例措置の適用期限を５年

延長する。 

20 日本貨物鉄道株式会社が旧日本国有鉄道清算事業団又は独立行政法人鉄道

建設・運輸施設整備支援機構から基盤整備事業によって取得した家屋及び償

却資産に係る固定資産税及び都市計画税の課税標準の特例措置の適用期限を

５年延長する。 

21 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構の用地内の日本貨物鉄道株

式会社の施設の移転が終了するまでの間、同機構が同社に無償で貸し付けて

いる土地に係る固定資産税及び都市計画税の非課税措置の適用期限を５年延

長する。 

22 都市鉄道等利便増進法に規定する都市鉄道利便増進事業により、一定の第

三セクター及び独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構が取得する施

設に対して、次の措置を講ずる。 

（1）駅施設の用に供する一定の家屋及び償却資産に係る固定資産税及び都市

計画税の課税標準の特例措置の適用期限を２年延長する。 

（2）線路設備等のうち市街化区域のトンネルに係る固定資産税の非課税措置
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の適用期限を２年延長する。 

23 一定の第三セクターが政府の補助を受けて、市街地再開発事業等と一体的

に行われる既設の駅の大規模な改良工事で鉄道駅機能の強化に著しく資する

ものにより取得する一定の家屋及び償却資産に係る固定資産税の課税標準の

特例措置の適用期限を２年延長する。 

24 鉄軌道事業者が政府の補助を受けて取得した一定の地域鉄道の保安度の向

上のための設備に係る固定資産税の課税標準の特例措置の適用期限を２年延

長する。 

25 鉄軌道事業者が取得する新造車両に係る固定資産税の課税標準の特例措置

の適用期限を２年延長する。 

26 国際船舶に係る固定資産税の課税標準の特例措置の適用期限を５年延長す

る。 

27 指定特定重要港湾において、特定国際コンテナ埠頭の整備を図るため、港

湾管理者の認定を受けた運営者が、国の無利子資金の貸付けを受けて取得し

た荷さばき施設等に係る固定資産税及び都市計画税の課税標準の特例措置の

適用期限を２年延長する。 

28 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律に規定す

る選定事業者が政府の補助を受けて選定事業により整備する一般廃棄物処理

施設の用に供する家屋及び償却資産に係る固定資産税及び都市計画税の課税

標準の特例措置の適用期限を２年延長する。 

29 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律に規定す

る選定事業者が政府の補助を受けて選定事業により整備する一般廃棄物処理

施設の用に供する家屋に係る不動産取得税の課税標準の特例措置の適用期限

を２年延長する。 

30 特別土地保有税の徴収猶予の根拠となっている非課税措置について、その

適用期限の延長等所要の措置を講ずる。 

31 テレビジョン放送事業者が取得した地上放送デジタル化のための設備の用

に供する家屋に係る不動産取得税の課税標準の特例措置の適用期限を２年延

長する。 

32 保険業法に規定する協定銀行が協定の定めにより保険契約者保護機構の委
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託を受けて行う破綻保険会社等の資産の買取りにより取得する不動産に係る

不動産取得税の非課税措置の適用期限を２年延長する。 

33 預金保険法に規定する協定銀行が協定の定めにより内閣総理大臣のあっせ

んを受けて行う破綻金融機関等の事業の譲受け又は預金保険機構の委託を受

けて行う資産の買取りにより取得する不動産に係る不動産取得税の非課税措

置の適用期限を２年延長する。 

34 特定目的会社（ＳＰＣ）が資産流動化計画に基づき取得する一定の不動産

に係る不動産取得税の課税標準の特例措置の適用期限を２年延長する。 

35 投資信託により取得する一定の不動産に係る不動産取得税の課税標準の特

例措置の適用期限を２年延長する。 

36 投資法人が取得する一定の不動産に係る不動産取得税の課税標準の特例措

置の適用期限を２年延長する。 

37 河川法に規定する河川立体区域制度による河川整備に係る事業のために使

用される土地の上に建築されていた家屋について移転補償金を受けた者が当

該土地の上に取得する代替家屋に係る不動産取得税の課税標準の特例措置の

適用期限を２年延長する。 

38 外客誘致法に規定する認定構想推進事業者のうち民法第 34 条の法人が取

得する重要文化財等に指定又は登録された家屋及び土地に係る不動産取得税

の課税標準の特例措置の適用期限を２年延長する。 

39 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律に規定す

る選定事業者が港湾法に規定する無利子貸付けを受けて選定事業により整備

する特定用途港湾施設のうち輸出入に係るコンテナ荷さばきを行うための家

屋に係る不動産取得税の課税標準の特例措置の適用期限を１年延長する。 

40 地域エネルギー利用設備に係る固定資産税の課税標準の特例措置について、

適用要件を見直したうえ、その適用期限を１年延長する。 

41 浸水想定区域内の地下施設の所有者又は管理者が、地下浸水時の利用者の安

全に資するために取得する一定の家屋及び償却資産に係る固定資産税及び都

市計画税の課税標準の特例措置について、課税標準を価格の３分の２（現行

２分の１）としたうえ、その適用期限を２年延長する。 
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42 流通システム効率化を促進する物流施設に係る固定資産税及び都市計画税

の課税標準の特例措置について、対象から港湾荷役事業者が設置する上屋を

除外したうえ、その適用期限を２年延長する。 

43 鉄軌道事業者等がＩＣカード乗車券の共通化・相互利用化のために取得し

た償却資産に係る固定資産税の課税標準の特例措置について、課税標準を最

初の３年間価格の４分の３（現行５年間価格の４分の３）としたうえ、その

適用期限を２年延長する。 

44 信用金庫及び信用金庫連合会、信用協同組合及び信用協同組合連合会並び

に労働金庫及び労働金庫連合会が所有し、かつ、使用する事務所及び倉庫に

係る固定資産税及び都市計画税の課税標準の特例措置について、預金量の規

模に応じ所要の経過措置を講じたうえで、その課税標準を価格の５分の３

（現行２分の１）とする。 

45 都市計画施設の用に供される土地の所有者が独立行政法人都市再生機構法

の規定による認可を受けた計画に基づき、独立行政法人都市再生機構から交

換により取得した一定の土地に係る不動産取得税の課税標準の特例措置につ

いて、価格から控除する額を 10 分の１（現行５分の１）としたうえ、その

適用期限を２年延長する。 

46 独立行政法人空港周辺整備機構が公共用飛行場周辺における航空機騒音に

よる障害の防止等に関する法律に規定する業務の用に供する不動産に係る不

動産取得税の非課税措置について、同法に規定する第一種区域内から住居を

移転する者のための住宅を対象から除外する。 

47 沖縄電力株式会社が行う電気供給業に係る事業税の税率の特例措置を廃止

する。 

48 鉄軌道事業者が設置する自転車駐車場の用に供する家屋及び償却資産に係

る固定資産税の課税標準の特例措置を廃止する。 

49 鉄軌道事業者が設置する自転車駐車場の用に供する家屋に係る不動産取得

税の課税標準の特例措置を廃止する。 

50 民法第 34 条の法人が国立大学法人等との共同研究施設の用に供する家屋

及び償却資産に係る固定資産税の課税標準の特例措置を廃止する。 

51 民法第 34 条の法人が国立大学法人等との共同研究施設の用に供する家屋
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に係る不動産取得税の課税標準の特例措置を廃止する。 

52 独立行政法人雇用・能力開発機構が一定の業務の用に供する固定資産に係

る固定資産税及び都市計画税の非課税措置を廃止する。 

53 高圧ガス保安協会が所有し、かつ、一定の業務の用に供する家屋及び償却

資産に係る固定資産税及び都市計画税の課税標準の特例措置を廃止する。 

54 脱特定フロン対応型設備に係る固定資産税の課税標準の特例措置を廃止す

る。 

55 中心市街地の活性化に関する法律に基づき路外駐車場の整備に関する事業

の計画の概要が定められた特定届出駐車場に係る固定資産税及び不動産取得

税の課税標準の特例措置を廃止する。 

56 自動車安全運転センターが取得する自動車安全運転センター法に規定する

業務の用に供する不動産に係る不動産取得税の課税標準の特例措置を廃止す

る。 

57 農業協同組合連合会が農業協同組合から信用事業の全部譲渡又は漁業協同

組合連合会が漁業協同組合若しくは水産加工業協同組合から信用事業の全部

譲渡に伴い取得する不動産に係る不動産取得税の課税標準の特例措置を廃止

する。 

58 農林中央金庫が特定農水産業協同組合等から信用事業の一部譲渡又は全部

譲渡に伴い取得する不動産に係る不動産取得税の課税標準の特例措置を廃止

する。 

59 林業経営基盤の強化等の促進のための資金の融通等に関する暫定措置法に

規定する都道府県知事のあっせんにより取得する土地に係る不動産取得税の

課税標準の特例措置を廃止する。 

60 都市再生特別措置法に規定する計画の認定を受けた民間都市再生事業計画

に係る都市再生事業の区域内の不動産の所有者が、当該不動産を同法に規定

する認定事業者又は独立行政法人都市再生機構に譲渡し、従前の不動産に代

わるものとして取得する不動産に係る不動産取得税の課税標準の特例措置を

廃止する。 

61 都市再開発法に規定する再開発事業区域の区域内の土地の所有者が取得す

る同法に規定する認定再開発事業計画に係る再開発事業で当該再開発事業に
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より整備される公共施設の規模その他一定の要件を満たすものにより建築さ

れた建築物の用に供する土地（住宅の用に供するものを除く。）に係る不動

産取得税の課税標準の特例措置を廃止する。 

62 鉄鋼業に係る軽油引取税の課税免除措置のうちガスタービン発電装置の動

力源の用途に係るものを廃止する。 

63 北海道旅客鉄道株式会社、四国旅客鉄道株式会社及び九州旅客鉄道株式会

社並びに日本貨物鉄道株式会社が本来の事業の用に供する事務所に対する事

業所税の課税標準の特例措置を廃止する。 

64 沖縄振興特別措置法に規定する承認経営基盤強化計画に従って実施される

事業の用に供する施設に対する事業所税の非課税措置を廃止する。 

65 食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律に規定する食品循環資源の

再生利用の用に供する施設に対する事業所税の課税標準の特例措置を廃止す

る。 

66 化製場等に関する法律に基づき整備される死亡牛の化製処理の用に供する

施設に対する資産割に係る事業所税の非課税措置を廃止する。 

67 多極分散型国土形成促進法に規定する振興拠点地域及び業務核都市におい

て整備される中核的民間施設に対する資産割に係る事業所税の課税標準の特

例措置を所要の経過措置を講じたうえで廃止する。 

68 廃棄物の処理及び清掃に関する法律に規定する登録廃棄物再生事業者が事

業の用に供する施設に対する資産割に係る事業所税の課税標準の特例措置を

所要の経過措置を講じたうえで廃止する。 
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九 その他 

（国 税） 

１ 寄付金控除の控除対象限度額を総所得金額等の 40％（現行 30％）に引き

上げる。 

２ 合併等対価の柔軟化によりいわゆる三角合併等が可能となることに伴い、

組織再編税制について、適格合併、適格分割又は適格株式交換の要件及び被

合併法人等の株主における旧株の譲渡損益の計上を繰り延べるか否かを判定

する要件である合併等の対価の範囲に、合併法人等の親法人（合併等の直前

に合併法人等の発行済株式の全部を直接に保有し、かつ、当該合併等後にそ

の発行済株式の全部を直接に継続して保有することが見込まれる法人をい

う。）の株式のみが交付される場合の当該株式を加える。 

なお、共同で事業を行うための組織再編成に該当するか否かを判定する要

件である「事業性」及び「事業関連性」について、運用面での取扱いの明確

化を図るため、その判断基準を法令上明記する方向で具体的に検討を行う。 

（注）上記のうち合併等の対価に係る改正は、平成 19 年５月１日以後に行

われる合併等について適用する。 

３ リース取引について、次のとおり整備を行う。 

（1）ファイナンス・リースに該当するリース取引のうちリース期間の終了の

時にリース資産が無償又は名目的な対価の額で賃借人に譲渡されるもので

あること等の要件に該当しないもの（以下「所有権移転外ファイナンス・

リース取引」という。）は、売買取引とみなす。 

（2）所有権移転外ファイナンス・リース取引の賃借人のリース資産の償却方

法は、リース期間定額法（償却期間をリース期間とし、残存価額をゼロと

する定額法をいう。）とする。 

（3）所有権移転外ファイナンス・リース取引の賃貸人について、リース料総

額から原価を控除した金額（以下「リース利益額」という。）のうち、実

質的に受取利息と認められる部分の金額（リース利益額の 20％相当額）を

利息法により収益計上し、それ以外の部分の金額をリース期間にわたって

均等額により収益計上することができることとする。 

（注）上記(1)から(3)までの改正は、平成 20 年４月１日以後に締結するリ
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ース契約に係る所有権移転外ファイナンス・リース取引について適用す

る。 

（4）平成 20 年４月１日前に締結したリース契約に係る所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引の賃貸資産について、同日以後に終了する事業年度か

らリース期間定額法により償却できることとする。 

（5）所有権移転外ファイナンス・リース取引の賃借人が賃借料として経理し

た場合においてもこれを償却費として取り扱うことその他所要の規定の整

備を行う。 

４ 貸金業の規制等に関する法律の改正（改正後の貸金業法）により設立され

る貸金業協会を所得税法別表第一（公共法人等の表）、法人税法別表第二

（公益法人等の表）及び消費税法別表第三に加える。 

５ 水先法の改正による水先人会及び日本水先人会連合会の法人化に伴い、こ

れらの法人を所得税法別表第一（公共法人等の表）、法人税法別表第二（公

益法人等の表）及び消費税法別表第三に加える。 

６ 棚卸資産の評価について、次のとおり整備を行う。 

（1）低価法を適用する場合における評価額は、事業年度末における価額とす

る。 

（2）トレーディング目的の棚卸資産については、時価により事業年度末の評

価を行う。 

７ 法人の支給する役員給与について、次のとおり整備を行う。 

（1）定期同額給与について、職制上の地位の変更等により改定がされた定期

給与についても定期同額給与として取り扱うことを明確化する。 

（2）事前確定届出給与について、その届出期限を役員給与に係る定めに関す

る決議をする株主総会等の日から１月を経過する日（その日が職務の執行

を開始する日の属する会計期間開始の日から４月を経過する日後である場

合には、当該４月を経過する日）とするほか、同族会社以外の法人が定期

給与を受けていない役員に対して支給する給与について、届出を不要とす

る。 

８ 国庫補助金等で取得した固定資産等の圧縮額の損金算入制度について、対

象となる国庫補助金等の範囲に、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合
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開発機構法に基づく助成金で固体酸化物形燃料電池実証研究事業等に係るも

のを加える。 

９ 保険金等で取得した固定資産等の圧縮額の損金算入制度について、対象と

なる保険金等の範囲に、中小企業等協同組合法の特定共済組合及び特定共済

組合連合会が行う共済事業に係る共済金を加える。 

10 相続又は遺贈により取得したものとみなして相続税を課税する保険金に類

する共済金の範囲に、中小企業等協同組合法の特定共済組合及び特定共済組

合連合会の締結した生命共済等に係る共済金を加える。 

11 森林組合が森林組合連合会から権利義務の包括承継により不動産の権利を

取得した場合の所有権の移転登記等に対する登録免許税の税率の軽減措置は、

適用期限の到来をもって廃止する。 

12 商工組合中央金庫の抵当権の設定登記等に対する登録免許税の税率の軽減

措置について、完全民営化の時点等までの間、現行税率を平成 20 年９月末

まで維持するなどの所要の経過措置を講じたうえ、廃止する。 

13 入国者が輸入するウイスキー等に係る酒税の税率の特例措置の適用期限を

１年延長する。 

14 たばこ税の特例税率を廃止し、当該税率をたばこ税本法の本則税率とする。 

（注）上記の改正は、平成 19年４月１日から実施する。 

15 入国者が輸入する紙巻たばこに係るたばこ税の税率の特例措置の適用期限

を１年延長する。 

16 金融商品取引法の制定等に伴い、所要の規定の整備を行う。 

（関 税） 

１ ＷＴＯ香港閣僚宣言を踏まえ、後発開発途上国に対する特恵関税を拡充す

る。 

２ 国際郵便物について、課税価格が 20 万円を超えるものに申告納税方式を

適用する等の見直しを行うとともに、関税等の納付の特例等の措置を講ずる。 

（地方税） 

１ 都道府県が徴収の引継ぎにより個人の道府県民税及び市町村民税に係る徴

収金を徴収した場合の市町村への払込方法について、徴収金の全額を市町村

に払い込み、当該市町村が個人の道府県民税に係る徴収金を当該都道府県に
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払い込む方法によることもできることとする。 

２ 都道府県から市町村への株式等譲渡所得割交付金の交付時期を３月（現行

８月・12 月・３月）とする。 

３ 所有権移転外ファイナンス・リース取引の賃貸人が所有する少額の償却資

産について、リース取引に係る会計基準の変更後も引き続き固定資産税の課

税対象から除外されるよう規定の整備を行う。 

４ 鉄軌道用地の評価方法の変更を平成 19 年度に実施するため、所要の措置

を講ずる。 

５ 鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律の一部を改正する法律（平成 18

年法律第 67 号）の規定により、網・わな猟免許が網猟免許及びわな猟免許

に分割されることに伴い、網猟免許及びわな猟免許に係る狩猟者の登録を受

ける者に対する狩猟税の税率を次のとおりとする。 

（1）網猟免許又はわな猟免許に係る狩猟者の登録を受ける者で、（2）に掲げ

る者以外のもの 8,200 円 

（2）網猟免許又はわな猟免許に係る狩猟者の登録を受ける者で、当該年度の

道府県民税の所得割額を納付することを要しないもののうち、控除対象配

偶者又は扶養親族に該当する者（農業、水産業又は林業に従事している者

を除く。）以外の者 5,500 円 

 （注）上記の改正は、鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律の一部を改

正する法律の施行の日から適用する。 

６ 国民健康保険税の基礎課税額に係る課税限度額を 56 万円（現行 53 万円）

に引き上げる。 

７ 地方たばこ税の特例税率を廃止し、当該税率を地方税法の本則税率とする。 

 （注）上記の改正は、平成 19 年４月１日から実施する。 

８ 2005 年日本国際博覧会に係る非課税措置を廃止する。 

９ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律等の改正に伴い、

所要の規定の整備を行う。 

10 水先法の改正による水先人会及び日本水先人会連合会の法人化に伴い、所

要の措置を講ずる。 

11 金融商品取引法の制定等に伴い、所要の規定の整備を行う。 
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12 投資信託財産の併合について、所要の措置を講ずる。 

13 貸金業の規制等に関する法律の改正に伴い、所要の措置を講ずる。 

14 信託法の改正等に伴い、所要の措置を講ずる。 
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第三 検討事項 

 

１ わが国は環境先進国として、地球温暖化問題において世界をリードする役

割を果たすため、京都議定書目標達成計画に沿って、国、地方をあげて多様

な政策への取組みを実施し、６％削減約束を確実に達成することとしている。

環境税については、平成 20 年から京都議定書の第一約束期間が始まること

を踏まえ、さまざまな政策的手法全体の中での位置付け、課税の効果、国民

経済や産業の国際競争力に与える影響、既存の税制との関係等に考慮を払い

ながら納税者の理解と協力を得つつ、総合的に検討する。 

 

２ 少子・長寿化が急速に進展し、本格的な人口減少社会が到来する中、社会

全体の意識改革や働き方の見直し、さらには歳出面における取組みと合わせ

て、税制面においても少子化対策に取り組むことが重要な課題となっている。

このため、扶養控除のあり方を検討するとともに、少子化対策のための国・

地方を通じて必要な財源の確保について、税制の抜本的・一体的改革の中で

検討する。 

 

３ 少子・長寿化が進展する中、いわゆる生損保控除について、従来の制度目

的が達成されているとの指摘や社会保障制度を補完する新たな商品開発の進

展等を踏まえ、保険契約者の自助努力を支援するとの観点から、制度のあり

方の抜本的見直しを行う。 

 

４ 要援護高齢者等の介護費用に係る税制上の措置については、介護保険の実

施状況や介護保険制度改革に向けた検討状況を勘案しつつ、税制の抜本的改

革における特別な人的控除の見直しとの関係等も踏まえ、具体的な検討を行

う。 

 

５ 納税者番号制度については、適正公平な課税の実現及び納税者の税制への

信頼の向上に資するため、幅広い民間利用を可能とする付番方式や番号記載

の対象となる取引の範囲のほか、セキュリティ確保、プライバシー保護や番
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号利用にかかるコスト、経済取引への影響などについて、国民の理解を得な

がら、積極的にその導入に向けた具体的な検討を進める。 

 

６ 事業の将来性、後継者不足、相続人間の遺産分割や遺留分、相続税の問題

など、日本経済を支えるべき中小企業の事業承継には様々な課題があり、そ

の解決を図ることは、雇用の確保や地域の経済活力維持の観点からも重要で

ある。 

こうした観点から、中小企業の事業承継の実態を見極めつつ、事業承継の

円滑化を支援するための枠組みを総合的に検討する。その際、非上場株式等

に係る税制面の措置については、既存の特例措置も含め、課税の公平性に留

意して、相続・贈与税制全体のあり方とともに、幅広く検討する。 

 

７ 信託税制については、信託法改正後の信託の利用実態を踏まえつつ、信託

制度の発展及び租税回避防止の観点から、必要な見直しを引き続き検討する。    

 

８ 外航海運業者の日本籍船に係るみなし利益課税（いわゆるトン数標準税

制）については、非常時における対応を含む安定的な国際海上輸送を確保す

るために外航海運業者が果たすべき役割及び当該政策目的を達成するための

規制等を明確にする法律が平成 20 年の通常国会において整備されることを

前提として、平成 20 年度税制改正において具体的に検討する。 

 

９ 長期保有土地等に係る買換え特例については、地価及び土地取引の動向、

企業の事業再編の状況等を勘案しつつ、他の買換え特例制度とのバランスに

も配慮しながら、期限が到来する平成 20 年末までに所要の見直しについて

検討する。 

 

10 公益法人制度改革については、制度の詳細設計を踏まえ、平成 20 年中に

予定される新制度施行までの間に、それに対応した税制上の措置を講ずる。 

具体的には、新たな制度の下で公益性の認定を受ける法人の課税対象範囲、

税率等について、公益的な事業活動が果たす役割の重要性に配慮しつつ適正
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な課税の確保を図る観点から、公益的な事業として行う事業の内容や営利競

合の排除の必要性等を踏まえ、検討する。 

また、公益性の認定を受ける法人やその寄附者等が寄附金税制の適用を受

けるための要件、手続等のあり方を検討するとともに、認定ＮＰＯ法人制度

について、所要の検討を行う。 

  

11 郵政民営化に伴う郵便貯金銀行、郵便保険会社、郵便局会社等に係る税制

上の措置については、民営化委員会における３年ごとの見直しに当たり、郵

政民営化に係る新会社の経営状況等を勘案し、引き続き所要の検討を行う。 

 

12 自動車関係諸税については、税制の簡素化が必要との指摘もあり、今後の

抜本的な税制改革にあわせ、環境に与える影響や厳しい財政状況等も踏まえ

つつ、そのあり方を総合的に検討する。 

 

13 個人住民税は、広く住民が地域社会の費用を分担するものであり、地方分

権を支える重要な税であるという性格を踏まえ、均等割について、その標準

税率を引き上げる方向で検討する。 

 

14 公的年金受給者の納税の便宜や市町村における徴収の効率化を図る観点か

ら、個人住民税における公的年金からの特別徴収について、平成 21 年度を

目途に導入できるよう、関係省庁、市町村等において、システム開発等の所

要の準備を進める。 

 

15 現在、電気供給業、ガス供給業、生命保険業及び損害保険業の４業種につ

いては、収入金額による外形標準課税が行われている。今後、これらの法人

の地方税体系全体における位置付けや個々の地方公共団体の税収に与える影

響等も考慮しつつ、これらの法人に対する課税の枠組みに、付加価値額及び

資本金等の額による外形標準課税を組み入れていくことを検討する。 
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【付記】信託税制 

１ 信託法の改正による新たな類型の信託への対応 

（1）受益証券発行信託 

① 受益証券発行信託（２(1)に該当するものを除く。）のうち次の要件を

満たすもの（以下「特定受益証券発行信託」という。）の信託財産に帰

せられる収入及び支出については、受託者段階で課税せず、受益者が受

ける収益の分配について所得税又は法人税を課税する。 

イ 受託者が税務署長の承認を受けた法人であること。 

ロ 信託に係る未分配利益の額が信託の元本総額の 1,000 分の 25 相当

額以下であること。 

ハ 各計算期間が１年以下であること。 

② 受益証券発行信託の収益の分配等については、次のとおり取り扱う。 

イ 個人受益者が受ける収益の分配は配当所得として、その受益証券の

譲渡による所得は株式等に係る譲渡所得等として、所得税を課税する。

また、特定受益証券発行信託の収益の分配については、配当控除に関

する規定は適用しない。 

ロ 特定受益証券発行信託の法人受益者が受ける収益の分配については、

受取配当等の益金不算入に関する規定は適用しない。 

③ 特定受益証券発行信託の信託財産につき納付した所得税（外国所得税

を含む。）の額は、その収益の分配に係る源泉徴収税額から控除する。 

④ 特定受益証券発行信託以外の受益証券発行信託については、その受託

者に対し、信託財産から生ずる所得について、当該受託者の固有財産か

ら生ずる所得とは区別して法人税を課税する。 

⑤ 受益証券発行信託の収益の分配及び受益証券の譲渡対価については、

受益者の告知制度及び支払調書制度の整備を行う。 

⑥ 受益証券発行信託の受益証券を印紙税の課税対象に加える。 

（2）受益者等の存在しない信託 

① 受益者等の存在しない信託（遺贈により設定された目的信託、委託者

の地位を有する者のいない信託で受益者が特定されていないもの等）に

ついては、その受託者に対し、信託財産から生ずる所得について、当該
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受託者の固有財産から生ずる所得とは区別して法人税を課税する。 

② 受益者等の存在しない信託を設定した場合には、委託者においてはみ

なし譲渡課税又は寄附金課税を、受託者においてはその信託財産の価額

に相当する金額について受贈益課税を行う。 

③ 受益者等の存在しない信託に受益者等が存することとなった場合には、

当該受益者等の受益権の取得による受贈益について、所得税又は法人税

を課税しない。 

④ 受益者等の存在しない信託が終了した場合には、残余財産を取得した

帰属権利者に対して所得税又は法人税を課税する。 

⑤ 受益者等の存在しない信託を利用した相続税・贈与税の租税回避に対

しては、次の措置を講ずる。 

イ 信託により受託者に適用される法人税率と相続等により適用される

相続税率等の差を利用した租税回避については、受託者に相続税等を

課税（法人税等は控除）する。 

ロ 受益者等が特定した時に、世代飛ばしとなる場合には、当該受益者

等に贈与税を課税する。 

⑥ 公益信託については、現行と同様の取扱いを維持する。 

（3）受益者連続型信託等 

信託行為に、一定の場合に受益権が順次移転する定めのある信託、受益

者指定権等を有する者の定めのある信託、その他これらの信託に類似する

信託については、次のとおり課税する。 

① 設定時において受益者等に対して、委託者から受益権を遺贈又は贈与

により取得したものとみなして相続税、贈与税又は所得税を課税する。 

② 次の受益者等以降の者に対しては、その直前の受益者等から遺贈又は

贈与により受益権を取得したものと、その直前の受益者等は受益権を遺

贈又は贈与したものと、それぞれみなして相続税、贈与税又は所得税を

課税する。 

（注）上記(1)及び(2)の改正は、原則として、新信託法の適用を受ける信託

について適用し、上記(3)の改正は、原則として、新信託法の施行の日

以後の受益権の移転等について適用する。 
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２ 信託を利用した租税回避への対応その他の信託課税の適正化措置 

（1）法人（公共法人又は公益法人等を除く。）が委託者となる信託のうち、

次のいずれかの要件に該当するものについては、その受託者に対し、信託

財産から生ずる所得について、当該受託者の固有財産から生ずる所得とは

区別して法人税を課税する。 

① 当該法人の事業の全部又は重要な一部（その譲渡につき会社法第 467

条の決議を要するものに限る。）が信託され、かつ、その受益権の 50％

超を当該法人の株主に交付することが見込まれること（その信託財産に

属する金銭以外の資産の種類がおおむね同一である場合等を除く。）。 

② その受託者が当該法人又は当該法人との間に特殊の関係のある個人若

しくは法人（以下「特殊関係者」という。）であり、かつ、その信託期

間が 20 年を超えるものとされていること（当該信託の信託財産に属す

る主たる資産が、耐用年数が 20 年を超える減価償却資産（減価償却資

産以外の固定資産を含む。）又は償還期間が 20 年を超える金銭債権とさ

れている場合等を除く。）。 

③ その受託者が当該法人又はその特殊関係者であり、かつ、その受益権

の一部を当該法人の特殊関係者が保有する信託で、当該特殊関係者に対

する損益の分配割合が変更可能であること。 

（2）信託損失に係る所得税の取扱い 

信託財産に帰せられる収入及び支出の帰属の原則が適用される信託の個

人受益者等につき、当該信託に係る不動産所得の金額の計算上生じた損失

については、生じなかったものとみなす。 

（3）信託損失に係る法人税の取扱い 

信託財産に帰せられる収入及び支出の帰属の原則が適用される信託の法

人受益者等に帰せられる信託損失のうち当該法人受益者等の信託金額を超

える部分の金額は、損金の額に算入しないこととする。また、信託損失が

生じた場合に法人受益者等に対しこれを補てんする契約が締結されている

こと等により当該法人受益者等の信託期間終了までの間の累積損益が明ら

かに欠損とならない場合には、その法人受益者等に帰せられる信託損失の

全額を損金の額に算入しないこととする。 
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（4）合同運用信託 

合同運用信託の範囲を適正化する。 

（注）上記の改正は、原則として、新信託法の適用を受ける信託について適

用する。 

３ その他所要の整備 

（1）所得税・法人税等関係 

① 投資信託その他信託財産に帰せられる収入及び支出の帰属の原則が適

用されない信託の併合に係る従前の信託又は信託の分割に係る分割信託

若しくは従前の信託（以下「旧信託」という。）の受益者は、当該信託

の併合に係る新たな信託又は当該信託の分割に係る承継信託若しくは新

たな信託の受益権以外の資産の交付を受けていない場合には、その旧信

託の受益権の譲渡損益の計上を繰り延べる。 

② 信託財産を有するものとされる受益者、委託者その他の者の範囲等に

ついて整備を行う。 

③ 受託者に対し法人税を課税する信託について、国内の営業所に信託さ

れたものは、内国法人と同様の課税を行うこととし、国外の営業所に信

託されたものは、外国法人と同様の課税を行うこととする。 

（注）上記の改正は、原則として、新信託法の適用を受ける信託について

適用する。 

（2）調書等に関する整備 

① 信託に関する受益者別（委託者別）調書 

イ 提出義務者の変更 

受託者に提出義務を課すこととする。 

ロ 提出時期の追加 

次の場合に提出義務を課すこととする。 

・ 受益者が変更されたとき 

・ 受益権の内容の変更があったとき 

・ 受益権の放棄又は消滅があったとき 等 

ハ 記載事項の追加等 

信託の期間等の事項の追加等所要の整備を行う。 
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（注）上記の改正は、平成 19 年 10 月１日以後に調書を提出すべき事由

が生じた調書について適用する。 

② 信託の計算書 

記載事項として、受益者指定権等を有する者に関する事項、信託財産

に属する資産及び負債の明細等を追加するほか、所要の整備を行う。 

（注）上記の改正は、新信託法の施行の日以後に開始する事業年度に係

る計算書について適用する。 

（3）登録免許税関係 

① 新たに創設される登記等に対する課税 

イ 新信託法において創設される限定責任信託の定めの登記等について、

１件につき３万円等の登録免許税を課税する。 

ロ 改正信託業法において創設される自己信託を行う者の登録について、

１件につき 15 万円の登録免許税を課税する。 

（注）上記の改正は、新信託法の施行の日から適用する。 

② 担保権の信託の登記等についての整備 

不動産等に係る担保権の信託の登記等に対する登録免許税について、

その課税標準を債権金額又は極度金額とする等の整備を行う。 

③ 信託終了時における信託財産に係る移転登記等の規定の整備 

信託設定後に委託者の変更があった場合において、信託終了時に、受

託者から変更後の委託者へ信託財産の移転があったときの移転登記等に

係る登録免許税の課税について、規定の整備を行う。 

（4）消費税関係 

消費税における信託財産に係る資産の譲渡等の帰属等については、法人

税等に準じて所要の見直しを行う。 

（5）国税通則法・国税徴収法関係 

① 納付義務の承継について、受託者の任務が終了し、新受託者が就任し

た場合及び受託者である法人の分割により、その受託者としての権利義

務を承継した法人がある場合には、これらの者は国税の納付義務を承継

することとする。 

② 繰上請求について、信託が終了し、その信託に係る国税が納期限まで
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に完納されないと認められる場合には、その納期限を繰り上げて請求す

ることができることとする。 

③ 清算受託者等の第二次納税義務について、信託が終了し、その信託に

係る国税を納付しないで信託財産を残余財産受益者等に給付した場合に

は、清算受託者及び残余財産受益者等は第二次納税義務を負うこととす

る。 

④ 信託財産について行った滞納処分の効力について、受託者の任務が終

了し、新受託者が就任した場合及び受託者である法人の分割により、そ

の受託者としての権利義務を承継した法人がある場合には、その信託財

産につき滞納処分を続行することができることとする。 

（注）上記の改正は、原則として、新信託法の適用を受ける信託について

適用する。 

（6）その他所要の整備を行う。 

 


